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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

装置の大型化 を抑制 しつつ、 ロッ ドとともに移 動す るブ レーキ 出力部 か ら出力 され るブ レーキ 力 を増
加 させ る ことが可能 な小型の ブ レーキ シ リンダ装置 を提供 す る。 ロッ ド2 2 は、 シ リンダ本体 2 0 の
内側 で シ リンダ軸方 向の進 出及 び退避方 向に移 動 自在 に設 け られ る。 ビス トン 2 4 は、 シ リンダ本体 2
0 内にて、圧 力室 4 4 を区画 して ロッ ド2 2 の軸 周 りを囲み 、 ロ ッ ド2 2 の移 動方 向 と平行な直線 方 向
に移動す る。圧 力室 4 4 に圧 力流体 が供給 され る ことで ロッ ド付 勢パ ネ 2 3 の付勢 力に杭 して ビス トン
2 4 が シ リンダ本体 2 0 に対 して退避方 向に移 動す る。 この とき、増 力機構 2 5 が 、 ピス トン 2 4 にて
発生す る直線方 向の駆 動 力 を回転 方 向に変換 し、 ロッ ド2 2 を進 出方 向に移 動 させ 、 ピス トン 2 4 か ら
の駆動 力を増 力 して ロッ ド2 2 に対 して作 用 させ る。 ブ レーキ 出力部 2 1 は、 ロッ ド2 2 とともに進 出
方向に移動 して ブ レーキ 力を出力す る。



明 細 書

発 明 の名称 ：ブ レー キシ リンダ装 置 及び デ ィス ク ブ レー キ装 置

技術 分 野

[0001 ] 本 発 明 は、 圧 力流 体 に よ って作 動 して ロ ッ ドを移 動 させ る プ レー キ シ リン

ダ装 置、 及 び その ブ レー キ シ リンダ装 置 を備 え るデ ィス ク プ レー キ装 置 に関

す る。

背景技術

[0002] 従 来、 プ レ一 キ シ リンダ装 置 を備 えた鉄 道 車 両 用 のデ ィス ク プ レ一 キ装 置

と して、 特 許 文献 1 に開示 され た もの が知 られ て い る。 特 許 文献 1 に開示 さ

れ たデ ィス ク ブ レー キ装 置 は、 空 気圧 に よ りプ レー キ シ リンダ装 置 にお け る

ロ ッ ドを進 出 させ る よ うに構 成 され て い る。 また、 このデ ィス ク ブ レー キ装

置 で は、 車 両 に対 して車軸 方 向 に相 対 変位 可 能 とな る よ うに取 り付 け られ た

キ ヤ リバ ボデ ィにお け る一対 の プ レー キて こが、 プ レー キ シ リンダ装 置 にお

け る ロ ッ ド側 とシ リンダ本 体 を構 成 す る円筒形 部 材側 とにそれ ぞれ 一端 側 に

お いて連結 され て い る。 そ して、 プ レー キ シ リンダ装 置 が上 記 の よ うに作 動

す る こ とで、 一対 の ブ レー キて こが駆 動 され る。 さ らに、 このデ ィス ク プ レ

- キ装 置 は、 上 記 の よ うに駆 動 され た一対 の ブ レー キて この他 端 側 に設 け ら

れ た制 輪 子 に よ って車軸 側 のデ ィス クを挟 み込 ん で ブ レー キ力 を発 生 させ る

よ うに構 成 され て い る。

[0003] また、 プ レー キ シ リンダ装 置 と して、 特 許 文献 2 に開示 され た もの が知 ら

れ て い る。 特 許 文献 2 に開示 され た プ レー キ シ リンダ装 置 は、 押 棒 と して設

け られ た ロ ッ ドに ピス トンが 固着 され て い る。 そ して、 シ リンダ本 体 内の圧

力室 に圧縮 空 気 が供 給 され る こ とに よ り ピス トンが付 勢 され、 ピス トン及 び

ロ ッ ドが進 出す る よ うに構 成 され て い る。 尚、 ロ ッ ドが進 出す る こ とで、 口

ッ ドと とも に移 動 可 能 に設 け られ た ブ レー キ 出力部 か らブ レー キ力 が 出力 さ

れ る こ とにな る。

先行 技術 文献



特許文献
[0004] 特許文献1 ：特開昭 6 - 7 5 3 3 0 号公報

特許文献2 ：特開2 0 0 7 _ 1 3 1 2 0 3 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0005] 特許文献 1 に開示されたディスクブレーキ装置においては、必要なプレー

キ力が発生するように、ブレーキてこの長さが設定される。しかしながら、

大きなプレ一キ力が必要となる場合は、ブレーキてこの長さが長くなつてキ

ャリパボディが大きくなつてしまい、ディスクプレ一キ装置の全体が大型化

してしまうという問題がある。

[0006] —方、特許文献 2 に開示されたプレーキシリンダ装置においては、所望の

大きさの出力のブレーキ力が得られるように、シリンダ本体の直径が決定さ

れる。このように、シリンダ本体の径の設定を調整することにより、必要な

ブレーキ力が発生するように設定されることも行われる。しかしながら、大

きなプレーキ力が必要な場合は、シリンダ本体の径が大きくなつてブレーキ

シリンダ装置の全体が大型化してしまうという問題がある。また、ブレーキ

シリンダ装置が大型化すると、ディスクプレ一キ装置の大型化も招いてしま

うという問題も生じることになる。

[0007] 本発明は、上記実情に鑑みることにより、装置の大型化を抑制しつつ、口

ッドとともに移動するブレーキ出力部から出力されるブレーキ力を増加させ

ることが可能な小型のブレーキシリンダ装置を提供することを目的とする。

また、そのプレーキシリンダ装置を備えるディスクブレーキ装置を提供する

ことを目的とする。

課題を解決するための手段
[0008] 上記目的を達成するための第 1発明に係るプレーキシリンダ装置は、内部

が中空に形成されたシリンダ本体と、前記シリンダ本体の内側に配置され、

シリンダ軸方向に沿った直線方向であって前記シリンダ本体から進出する進



出方向 とその反対方向に向か って退避する退避方向 とにおいて移動 自在 に設

け られた ロッ ドと、前記 ロッ ドを前記退避方向に付勢可能な ロッ ド付勢パネ

と、前記シ リンダ本体内において、圧力室 を区画するとともに前記 ロッ ドの

軸周 りを周方向に囲むように配置 されて前記 口ッ ドの移動方向 と平行な直線

方向に沿 って移動可能 に設 け られ、前記圧力室 に圧力流体が供給 されること

によ り前記 口ッ ド付勢 ネの付勢力に杭 して前記シ リンダ本体 に対 して前記

退避方向に移動する ピス トンと、前記 ピス トンが前記退避方向に移動すると

、前記 ピス トンにて発生する直線方向の駆動力を回転方向に変換するととも

に、前記 ロッ ドを前記進出方向に移動 させ、前記 ピス トンか らの駆動力を増

力 して前記 ロッ ドに対 して作用させる増力機構 と、前記 ロッ ドとともに移動

可能 に設 け られ、前記 ロッ ドが前記進出方向に移動することでプ レ一キカを

出力可能なブ レーキ出力部 と、 を備 えていることを特徴 とする。

[0009] この発明によると、 ロッ ド及び ピス トンがシ リンダ軸方向に沿 った直線方

向において進出動作及び退避動作 を行 うように構成 され、更に、 ピス トンが

ロッ ドの軸周 りを囲むように配置 されている。 このため、 シ リンダ本体の内

側 における ビス 卜ン及び 口ッ ドの配置スペースを効率化で き、 とくにシ リン

ダ軸方向において ビス トン及び ロッ ドの配置スペースを大幅 に小さ くするこ

とがで きる。更に、 ピス トン及び ロッ ドの配置スペースの効率化 によって確

保 された領域 に、 ピス トンか らの直線方向の駆動力を回転方向に変換 して増

力 して ロッ ドに作用させる増力機構 を配置することがで きる。 そ して、増力

された駆動力が作用するロッ ドとともに移動するブ レーキ出力部か らプ レー

キ力が出力されることになる。 このように、 ピス トン及び ロッ ドの配置スぺ

—スの効率化 によってプ レーキシ リンダ装置の大型化 を抑制 して小型化 を図

ることがで きるとともに、増力機構 によってプ レ一キカを増加 させることが

で きる。

[001 0] 従 って、本発明によると、装置の大型化 を抑制 しつつ、 ロッ ドとともに移

動するプ レーキ出力部か ら出力されるプ レーキ力を増加 させることが可能な

小型のブ レーキシ リンダ装置 を提供することがで きる。



[001 1] 第 2 発明に係るプレーキシリンダ装置は、第 1 発明のプレーキシリンダ装

置において、前記増力機構は、前記 ピス トンに設けられ、当該 ピス トンの軸

中心を中心とする周方向に沿って延びるとともに当該 ピス トンの移動方向に

対 して傾斜するよう設けられた傾斜面と、前記 ピス トンが前記退避方向に移

動 したときに前記傾斜面によって付勢されて前記ロッ ドの軸中心を中心とし

て所定の回転方向に回動する回動部と、を備え、前記ロッ ドは、前記シリン

ダ本体に対 して当該ロッ ドの軸中心を中心とする回転方向の変位を規制され

るように連結され、前記回動部の所定の回転方向への回動に伴って前記進出

方向に移動することを特徴とする。

[001 2] この発明によると、 ピス トンが直線方向に沿って退避方向に移動すること

で、 ピス トンの移動方向に傾斜 して設けられた傾斜面によって付勢された回

動部が回動する。そ して、この回動部の回動により、回転方向の変位が規制

されたロッ ドが進出方向に移動 してブレーキ力が出力される。よって、傾斜

面及び回動部を設けるという簡素な構造によって、 ビス トンにて退避方向に

発生する駆動力を効率よく変換 してロッ ドの進出方向のブレーキ力を発生さ

せることができる。

[001 3] 第 3 発明に係るプレーキシリンダ装置は、第 2 発明のプレーキシリンダ装

置において、前記増力機構は、前記ロッ ドに一体に形成され又は当該ロッ ド

に固定された受け部と、前記受け部に設けられ、前記ロッ ドの軸中心を中心

とする周方向に沿って延びるように配置されたロッ ド側受け面と、前記ロッ

ドの軸方向と平行な方向において前記受け部に対 して対向するように配置さ

れた前記回動部に設けられ、前記回動部の軸中心を中心とする周方向に沿つ

て延びるように配置された回動部側受け面と、前記ロッ ド側受け面及び前記

回動部側受け面の間に配置され、当該ロッ ド側受け面及び当該回動部側受け

面に対 して転動可能な転動部材と、を更に備え、前記ロッ ド側受け面及び前

記回動部側受け面のうちの少なくともいずれかは、前記ロッ ドの軸方向に対

して傾斜するように設けられていることを特徴とする。

[0014] この発明によると、互いに対向するロッ ド側受け面と回動部側受け面との



間に転動部材が配置され、 口ッ ド側受け面及び回動部側受け面の少な くとも

いずれかがロッ ドの軸方向に傾斜するよう設けられる。 このため、回動部の

回動に伴 つて転動部材の転動を介 してロッ ドを進出方向に移動させる構成を

簡素な構造で実現することができる。そ して、傾斜面及び回動部の間におい

て退避方向から回転方向に変換された駆動力について、回動部 とロッ ドとの

間において回転方向から進出方向に効率よく変換することができる。更に、

シ リンダ本体の径方向 （又はロッ ドの径方向）における傾斜面及び転動部材

の配置の設定によって、増力の比率を容易に調整することができる。

[001 5] 第 4 発明に係るプレーキシ リンダ装置は、第 3 発明のプレーキシ リンダ装

置において、前記転動部材は、前記ロッ ドの軸中心を中心 とした 1 つの円周

に沿つて位置するように複数設けられていることを特徴 とする。

[001 6] この発明によると、回動部から回転方向の力が伝達される転動部材が、 1

つの円周に沿って複数設けられている。 このため、回転方向に並んだ転動部

材において、伝達される力を効率よく分担 して負担でき、 1 つの転動部材に

作用する力を小さくすることができる。 これにより、入手性のよい一般的な

剛性の転動部材が利用できるため安価 となる。また、入手性のよい一般的な

剛性の転動部材を利用するために、一つの転動部材の接触面圧を下げようと

する場合と比べても、接触面積を広 くするために、一つの転動部材を大きく

する必要も無いため、転動部材が大型化 して しまうことを抑制できる。よつ

て、プレーキシ リンダ装置の大型化を更に抑制できる。

[001 7 ] 第 5 発明に係るプレーキシ リンダ装置は、第 3 発明又は第 4 発明のプレー

キシ リンダ装置において、前記ロッ ド側受け面及び前記回動部側受け面の両

方ともに、前記ロッ ドの軸方向に対 して傾斜するように設けられ、前記転動

部材は、回転自在に支持された複数の口一ラカム部材として設けられ、前記

口一ラカム部材の側面は、円錐曲面の一部を構成するように周方向に延びる

とともに前記口ッ ド側受け面及び前記回動部側受け面に対 して転動する転動

面として設けられていることを特徴 とする。

[001 8 ] この発明によると、 口ッ ド側受け面及び回動部側受け面の両方が口ッ ドの



軸方向に傾斜 して設けられ、それらの間に円錐曲面の一部を成す転動面を有

するローラカム部材としての転動部材が配置される。このため、転動部材が

球状のボール部材として設けられる場合に比 して、 1 つの転動部材に作用す

る接触面圧を低減することができる。さらに回動部の回動に伴って転動部材

を介 してロッドを進出方向に移動させる際における進出ス トローク （進出距

離）について、より少ない回動部の回転量でより大きな進出ス トロークを達

成する場合において、転動部材としてボール部材を用いる場合は、大径のも

のが必要となるところ、ローラカム部材では、大型化することなく、ロッド

の軸方向に傾斜する口ッド側受け面及び回動部側受け面の傾斜の勾配をより

急峻な勾配に設定することができる。従ってプレーキシリンダ装置の大型化

を効率よく抑制 しつつ、進出ス トロ一クを任意かつ容易に確保することがで

きる。

[001 9] 第 6 発明に係るプレーキシリンダ装置は、第 1 発明乃至第 5 発明のいずれ

かのプレーキシリンダ装置において、当該プレーキシリンダ装置が装備され

る車両の駐車時に用いられる駐車プレ一キ機構を更に備え、前記駐車プレ一

キ機構は、前記シリンダ本体の周方向に沿って並ぶように配置された複数の

駐車ブレーキ用パネと、前記シリンダ本体の内側において、前記圧力室とは

異なる駐車プレ一キ解除用の第 2 の圧力室を区画するとともに前記ロッドの

軸周りを周方向に囲むように配置されて前記ロッドの移動方向と平行な方向

に沿って移動可能に設けられ、前記第 2 の圧力室から圧力流体が排出される

ことにより前記駐車ブレーキ用パネの付勢力によって前記シリンダ本体に対

して前記退避方向に移動 して前記ピス トンを付勢する駐車プレ一キ用ビス 卜

ンと、を備えていることを特徴とする。

[0020] この発明によると、駐車プレーキのブレーキ力を発生させる駐車ブレーキ

用パネと、駐車ブレーキ用パネに付勢されてビス トンを付勢する駐車プレー

キ用ピス トンと、駐車ブレーキ解除用の第 2 の圧力室と、を備える駐車プレ

—キ機構をプレーキシリンダ装置に組み込むことができる。そして、ロッド

の移動方向と平行に移動する駐車ブレーキ用ピス トンがロッドの軸周りを囲



むように配置されるため、駐車プレーキ用ビス トンの配置スペースについて

も効率化でき、とくにシリンダ軸方向において駐車ブレーキ用ビス トンの配

置スペースを大幅に小さくすることができる。また、本発明によると、駐車

プレーキのブレーキ力として大きなブレーキ力が必要な場合であっても、複

数の駐車ブレーキ用パネによって必要なブレーキ力を容易に確保することが

できる。そして、複数の駐車ブレーキ用パネがシリンダ本体の周方向に沿つ

て並ぶように配置されるため、ブレーキ出力部等の他の部分との干渉を避け

てコンパク トなスペースに容易に駐車ブレーキ用バネを配置することができ

る。このため、プレーキシリンダ装置の軸方向及び径方向において寸法の小

型化 （即ち、短軸化及び小径化）を図ることができる。

[0021 ] 尚、駐車ブレーキ用パネとして、シリンダ本体に対 して同心に配置された

1 つ又は 2 つの大きなコイルパネが設けられる場合、必要なブレーキ力を確

保するためにコイルパネの線径が太くなつてしまい、更に圧縮長が長くなつ

てしまうことになる。このため、駐車ブレーキ機構が組み込まれたブレーキ

シリンダ装置の小型化を図ることが困難となってしまう。また、ブレーキ出

力部等の他の部分との干渉を避けて配置する必要があるため、上記のコイル

パネが設けられる場合、このコイルパネがシリンダ本体の径方向におけるよ

り外側に配置されることになり、プレ一キシリンダ装置において、大径化を

招いてしまい、小型化を図ることが困難となってしまう。これに対 し、上記

の発明によると、複数の駐車ブレーキ用パネがシリンダ本体の周方向に沿つ

て並ぶように配置され、ブレーキ出力部等の他の部分との干渉を避けてコン

パク 卜なスペースに容易に駐車ブレーキ用バネを配置でき、プレーキシリン

ダ装置の軸方向及び径方向の寸法の小型化を図ることができる。

[0022] 第 7 発明に係るプレーキシリンダ装置は、第 6 発明のプレーキシリンダ装

置において、複数の前記駐車プレ一キ用パネは、前記シリンダ本体に対 して

外側に配置されていることを特徴とする。

[0023] この発明によると、駐車ブレーキ用パネがシリンダ本体の外側に配置され

るため、シリンダ本体が大型化 してしまうことを抑制できる。そして、シリ



ンダ本体の外側において周方向に沿って並ぶように複数の駐車プレ一キ用バ

ネが配置されるため、シリンダ本体の外側における余裕のあるスペースに各

駐車ブレーキ用バネをコンパクトに配置できる。よって、プレーキシリンダ

装置の更なる小型化を図ることができる。尚、本発明は、ブレーキ動作の際

に、ビス卜ン及び駐車ブレーキ用ビス卜ンが退避方向に移動し、その逆方向

の進出方向にロッドが移動するプレーキシリンダ装置として構成されている

ため、駐車プレ一キ用バネをシリンダ本体の外側に配置する構成をより容易

に実現することができる。

[0024] 第 8 発明に係るプレーキシリンダ装置は、第 6 発明又は第 7 発明のプレー

キシリンダ装置において、複数の前記駐車ブレーキ用パネは、前記ブレーキ

出力部に対して、前記シリンダ本体の径方向と平行な方向において並ぶとと

もに、側方における両側に配置されていることを特徴とする。

[0025] この発明によると、複数の駐車ブレーキ用パネが、ブレーキ出力部に対し

て側方の両側でシリンダ本体の径方向と平行に配置される。このため、複数

の駐車プレーキ用バネをプレーキ出力部との干渉を避けてスペース効率よく

コンパクトに配置することができる。また、ブレーキ出力部の側方における

デッドスペースを有効的に活用し、シリンダ本体の周方向に沿って部分的に

複数の駐車ブレーキ用バネを効率よく配置することができる。よって、プレ

—キシリンダ装置の軸方向及び径方向において寸法の更なる小型化 （即ち、

更なる短軸化及び小径化）を図ることができる。

[0026] 第 9 発明に係るプレーキシリンダ装置は、第 1発明乃至第 8 発明のいずれ

かのプレーキシリンダ装置において、前記ブレーキ出力部に連結されるとと

もに外周にネジが形成されたネジ軸と、前記ロッド又は前記増力機構に取り

付けられ、前記ネジ軸が内側に配置されるガイドチューブと、前記シリンダ

本体又は当該シリンダ本体に固定された部分に対して前記ネジ軸を前記進出

方向に向かって付勢可能に配置されたプッシヤーパネと、前記シリンダ本体

に対して前記プレ一キ出力部側に配置された前記ネジ軸の先端側に螺合する

クラッチナツ卜と、前記クラッチナツ卜の前記ガイドチューブに対する移動



を規制するように当該クラッチナットに対して前記ブレーキ出力部側である

前方側から当接可能に配置され、前記ガイドチューブの前記退避方向の移動

とともに当該クラッチナツ卜及び前記ネジ軸を前記退避方向に付勢可能な前

方ストツバと、前記クラッチナツ卜に対して前記プレ一キ出力部側と反対側

である後方側から前記前方ストツバと所定の間隔を介して当該クラッチナツ

卜に当接可能に配置された第 1 クラッチと、前記クラッチナツ卜及び前記ガ

イドチューブに対して前記ネジ軸の軸方向に沿つて相対移動可能に配置され

、前記シリンダ本体又は当該シリンダ本体に固定された部材に対して移動可

能範囲が規制される調整ストツバと、前記調整ストツバが固定され、前記ク

ラッチナツ卜に対して前記後方側から当接可能に配置された第 2 クラッチと

、一端側が前記調整ス卜ッパ又は前記第 2 クラッチに対して当接又は連結す

るとともに、前記クラッチナツ卜を前記退避方向に向かって付勢可能な調整

パネと、を更に備えていることを特徴とする。

[0027] この発明によると、ブレーキ動作時は、圧力室に圧力流体が供給されるこ

とで、ロッド付勢パネの付勢力に抗するピストンからの力が増力機構を介し

て伝達されてロッドが移動し、ガイドチューブ、第 1 クラッチ、クラッチナ

ッ卜及びネジ軸を介して、ブレーキ出力部が進出方向に移動してブレーキ力

が出力される。一方、圧力室の圧力流体が排出されることで、ロッド付勢バ

ネの付勢力によってロッドが退避方向に移動し、ガイドチューブ、前方スト

ツバ、クラッチナツ卜及びネジ軸を介してブレーキ出力部が退避方向に移動

し、プレーキが解除される。そして、ブレーキパッドの摩耗等によって、プ

レーキが解除された状態におけるブレーキ動作位置までの隙間が大きくなつ

た場合、クラッチナット、第 1及び第 2 クラッチ、ネジ軸、ガイドチュープ

、プッシャ一パネ、前方ストツバ、調整ストツバ、調整パネを備えて構成さ

れる隙間調整機構によって、上記の隙間が自動的に調整されることになる。

[0028] 隙間調整が行われる場合、まず、ブレーキ動作時には、調整ストツバの移

動範囲が規制されることで、調整パネにおいて、退避方向にクラッチナット

を付勢可能な力が調整パネの蓄カとして蓄積される。更に、このときにおい



ては、調整 ス トツバが固定された第 2 クラッチ とクラッチナ ツ 卜との当接が

解除され、第 2 クラッチ とクラッチナ ツ 卜との間に隙間が形成 されることに

なる。 そ して、 ブ レーキ解除動作時に、 ガイ ドチューブが退避方向に移動 を

開始すると、 プッシャ一バネによってネジ軸が進出方向に付勢 されているた

め、 ネジ軸及び ブ レーキ出力部が退避方向に移動せずに、調整パネの蓄力に

よってクラッチナ ッ トが退避方向に付勢 される状態が生 じる。 この とき、 ク

ラッチナ ツ 卜において、第 1 クラッチ との当接が解除されるとともに前方ス

卜ツバ にも当接 していない状態が生 じることにな り、更にクラッチナ ツ 卜は

第 2 クラッチにも当接 していないため、 クラッチナ ツ 卜がネジ軸 に対 して回

転可能な状態 となる。 そ して、調整パネの蓄カによってクラッチナ ッ トが退

避方向に移動するようにネジ軸 に対 して回転することになる。 その後、 クラ

ツチナ ツ 卜と第 2 クラッチ との間の隙間が無 くな ってクラッチナ ツ 卜と第 2

クラッチ とが当接 し、 クラッチナ ッ トが回転不能な状態 とな り、 ガイ ドチュ

—プの退避方向への移動 に伴 い、前方ス トッパ、 クラッチナ ッ ト及びネジ軸

とともにブ レーキ出力部が退避方向に移動 し、 プ レーキが解除されることに

なる。 このように、 ブ レーキ解除動作の途中でクラッチナ ッ トがネジ軸 に対

して退避方向に相対移動するため、 ネジ軸の位置がブ レーキ解除動作前の状

態 よ りも進出方向に移動 した状態で、 プ レ一キ解除動作が終 了することにな

る。即ち、 ブ レーキ動作前の状態 に比 してネジ軸及び ブ レーキ出力部がシ リ

ンダ本体 に対 して進出 した位置 に移動 した状態 に移行することになる。 これ

によ り、 プ レーキが解除された状態 におけるブ レーキ動作位置 までの隙間が

自動的に調整 されることになる。

上記のように、本発明によると、隙間調整機構が、 クラッチナ ッ ト、第 1

及び第 2 クラッチ、 ネジ軸、 ガイ ドチューブ、 プッシャ一バネ、前方ス トツ

ノ 調整 ス トツバ、調整パネを備 えて構成 される。 このため、特許文献 2 に

開示 されたプ レーキシ リンダ装置のようにゴムな どの弾性変形 によって隙間

調整が行われるものではな く、温度や湿度な どの周囲環境の影響 を受けに く

い構成 を安価 に実現することがで きる。



[0030] 従って、本発明によると、プレーキが解除された状態におけるブレーキ動

作位置までの隙間を自動的に調整するための隙間調整機構を有するブレーキ

シリンダ装置において、温度や湿度などの周囲環境の影響を受けにくい小型

のプレーキシリンダ装置を安価に提供することができる。

[0031 ] 尚、本発明に係るプレーキシリンダ装置によると、隙間調整機構による自

動的な隙間調整動作が行われない状態においては、ブレーキ動作時であるか

ブレーキ解除時であるかに関わらず、第 2 クラッチとクラッチナツ卜とが当

接 した状態が維持され、第 2 クラッチとクラッチナツ卜とが外れてしまうこ

とが防止されることになる。即ち、隙間調整動作が行われない状態において

は、一端側が調整ス トツバ又は第 2 クラッチに当接又は連結された調整パネ

によってクラッチナツ卜が退避方向に付勢されていることにより、第 2 クラ

ツチとクラッチナットとが当接 した状態が維持される。これにより、隙間調

整動作時以外のタイミングにおいて、クラッチナツ卜がネジ軸に対 して回転

してしまうことが防止され、振動等によってクラッチナツ卜のネジ軸に対す

る位置がずれてしまうことが防止される。

[0032] また、他の観点の発明として、上述 したいずれかのプレーキシリンダ装置

を備えるディスクブレーキ装置の発明を構成することもできる。即ち、第 1

0 発明に係るディスクブレーキ装置は、第 1発明乃至第 9 発明のいずれかの

プレ一キシリンダ装置と、当該プレ一キシリンダ装置が装備されて車両に対

して車軸方向に相対変位可能となるように取り付けられたキヤリバボディと

、を備え、前記プレ一キシリンダ装置が作動することで、前記キヤリバボデ

ィに取り付けられた一対のプレーキパッドにより車軸側のデイスクを挟み込

んでプレーキ力を発生させることを特徴とする。

[0033] この発明によると、装置の大型化を抑制 しつつブレーキ力を増加させるこ

とが可能な小型のデイスクプレ一キ装置を提供することができる。

発明の効果

[0034] 本発明によると、装置の大型化を抑制 しつつ、ロッドとともに移動するプ

レーキ出力部から出力されるプレ一キカを増加させることが可能な小型のプ



レーキシ リンダ装置 を提供することがで きる。 また、 そのプ レーキシ リンダ

装置 を備 えるデ ィスクブ レーキ装置 を提供することがで きる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 本発明の一実施の形態 に係 るデ ィスクブ レーキ装置の側面図である。

[ 図2 ] 図 1 に示すデ ィスクブ レーキ装置の平面図である。

[ 図3 ] 本発明の一実施の形態 に係 るプ レーキシ リンダ装置の斜視図であ って、

切欠 き断面で内部の構造 を示す図である。

[ 図4 ] 図 3 に示すブ レーキシ リンダ装置の断面図である。

[ 図 5 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置の断面図である。

[ 図 6 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置 におけるロッ ドとガイ ドチューブと増

力機構の一部 とを示す分解斜視図である。

[ 図7 ] 図 6 に示す ロッ ド及びガイ ドチュ一プを拡大 して示す斜視図である。

[ 図8 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置 における ピス トンの斜視図、及び、 ピ

ス トンを増力機構側か ら見た図である。

[ 図 9 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置 における回動部の斜視図、及び、回動

部 をロッ ド側か ら見た図である。

[ 図 10 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置 についてブ レーキ出力部 と反対側か

ら見た図である。

[ 図 11] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置 におけるローラカム部材及び ローラ

リテ一ナを示す斜視図である。

[ 図 12 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置 についてプ レーキ出力部側か ら見た

図である。

[ 図 13 ] 図 4 の一部 を拡大 して示す拡大断面図である。

[ 図 14 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置の作動 を説明するための斜視図であ

つて、切欠 き断面で内部の構造 を示す図である。

[ 図 15 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置の作動 を説明するための斜視図であ

つて、切欠 き断面で内部の構造 を示す図である。

[ 図 16 ] 図 3 に示すプ レーキシ リンダ装置の作動 を説明するための斜視図であ



つて、切欠き断面で内部の構造を示す図である。

[図17] 図 3 に示すプレーキシリンダ装置の作動を説明するための斜視図であ

つて、切欠き断面で内部の構造を示す図である。

発明を実施するための形態
[0036] 以下、本発明を実施するための形態について図面を参照 しつつ説明する。

尚、本発明のプレーキシリンダ装置及びそのブレーキシリンダ装置を備える

ディスクブレーキ装置については、鉄道車両用として用いられる場合を例に

とって説明する。また図面は、設計図相当の精度で作成されている。

[0037] 図 1 は、本発明の一実施の形態に係るディスクプレ一キ装置 1 を車軸方向

から見た側面図である。また、図 2 は、図 1 に示すディスクブレーキ装置 1

を上方から見た平面図である。図 1及び図 2 に示すディスクブレーキ装置 1

は、プレーキシリンダ装置 2 、このプレーキシリンダ装置 2 が装備されて車

両本体 1 0 0 に対 して車軸方向に相対変位可能となるように取り付けられた

キヤリバボディ 1 1、制輪子である一対のプレーキパッド （1 3 、 1 3 ) を

それぞれ保持する制輪子保持部である一対のバックプレー ト （1 2 、 1 2 )

、等を備えて構成されている。

[0038] —対のプレーキパッド （1 3 、 1 3 ) は、キヤリバボディ 1 1 に対 してバ

ックプレ一 卜1 2 を介 して取り付けられている。そして、ディスクブレーキ

装置 1 は、プレーキシリンダ装置 2 が作動することで、一対のプレーキパッ

ド （1 3 、 3 ) により、鉄道車両の車輪 （図示せず）の回転に連動 して回

転する車軸側のディスクである円板状のブレーキディスク 1 0 1 を挟み込ん

でブレーキ力を発生させるように構成されている。尚、ブレーキディスク 1

0 は回転軸と直交するように形成される表裏の制動面 （1 0 1 a 、 1 0 1

a ) を有する円板状に形成されている。そして、プレーキシリンダ装置 2 が

作動することで、プレーキパッド （1 3 、 1 3 ) が、制動面 （1 0 1 a 、

0 1 a ) に対 して、ブレーキディスク 1 0 1 の回転軸方向と略平行な方向か

らプレーキディスク 1 0 1 を両側から挟みこむように押 し当てられる。

[0039] キヤリパボディ 1 1 は、結合部材 1 4 と、一対のブレーキてこ （1 5 、



5 ) とを備えている。結合部材 1 4 は、車両本体 1 0 0 の底面に固定された

ブラケ ッ 卜1 0 0 a に対 して、車両の進行方向と平行な軸周 りに揺動可能な

ように揺動 ピン 1 4 a を介 して取 り付けられている。そ して、 この結合部材

4 に対 して、略対称 に、一対のブレーキてこ （1 5 、 1 5 ) が、一対の支

点 ピン 1 5 a を介 して揺動可能に設置されている。 この支点 ピン 1 5 a は、

デ ィスクブレーキ 1 0 1 の回転軸方向か ら見た場合に、揺動 ピン 1 4 a の軸

方向に対 して垂直な方向に延びるように設置されている。

[0040] —対のブレーキてこ （1 5 、 1 5 ) は、 その一端側 にプレーキシ リンダ装

置 2 がシ リンダ支持 ピン 1 5 b を介 して取 り付けられてお り、 このブレーキ

シ リンダ装置 2 により一端側が駆動されるように構成 されている。そ して、

—対のブレーキてこ （1 5 、 1 5 ) は、 プレーキシ リンダ装置 2 が取 り付け

られた一端側 に対 して支点 ピン 1 5 a を介 した他端側 にプレーキパ ッ ド1 3

を保持する一対のバ ックプレー ト （1 2 、 1 2 ) がそれぞれ取 り付けられて

いる。ノくッ クプレ一 卜1 2 は、 ブレーキてこ 1 5 に対 して支点 ピン 1 5 a と

平行に延びる支持 ピン 1 2 a を介 して揺動 自在 に取 り付けられている。

[0041 ] 上述 したデ ィスクブレーキ装置 1 においては、後述するように、一方のプ

レーキてこ 1 5 にプレーキシ リンダ装置 2 のシ リンダ本体 2 0 が取 り付けら

れて他方のブレーキてこ 1 5 にブレーキ出力部 2 が取 り付けられ、 プレー

キシ リンダ装置 2 の作動によりブレーキ出力部 2 1 がシ リンダ本体 2 0 に対

して進出する動作 （シ リンダ本体 2 0 か ら離れる動作）又は退避する動作 （

シ リンダ本体 2 0 に接近する動作）が行われる。 これにより、一対のプレー

キてこ （1 5 、 5 ) におけるシ リンダ支持 ピン 1 5 b 近傍が、互いに離隔

した り、近接 した りするように駆動される。

[0042] 上記のように駆動されることにより、デ ィスクブレーキ装置 1 は、一対の

ブレーキてこ （1 5 、 1 5 ) が支点 ピン 1 5 a を支軸 と して動作 し、 プレー

キパ ッ ド1 3 でブレーキデ ィスク 1 0 1 を挟むように動作することになる。

そ して、 このとき、一対のブレーキてこ （1 5 、 1 5 ) において、一方のプ

レーキてこ 1 5 に設けられた一方のプレーキパ ッ ド1 3 が先にブレーキデ ィ



スク 1 0 1 の制動面 1 0 1 a に接触することになる。更に、他方のブレーキ

てこ 1 5 は、制動面 1 0 1 a に接触 した一方のプレーキパッド1 3 から受け

る反力を利用 して他方のブレーキパッド1 3 をブレーキディスク 1 0 1 の制

動面 1 0 1 a に押 し当てる。これにより、ブレーキディスク 1 0 1 を一対の

プレーキパッド （1 3 、 1 3 ) で挟み込んで、プレーキパッド （1 3 、 1 3

) と制動面 （1 0 1 a 、 0 a ) との間に発生する摩擦力によってプレー

キディスク 1 0 1 の回転が制動され、ブレーキディスク 1 0 1 と同軸に設け

られている鉄道車両の車輪の回転が制動される。

[0043] 次に、本発明の一実施の形態に係るプレ一キシリンダ装置 2 について詳 し

く説明する。図 3 は、プレーキシリンダ装置 2 の斜視図であって、切欠き断

面で内部の構造を示す図である。また、図4 及び図 5 は、プレーキシリンダ

装置 2 の断面図である。図4 及び図 5 では、プレーキシリンダ装置 2 におけ

る中心軸線 P (図4 及び図 5 において一点鎖線 Pで示す中心軸線）を含む断

面であって、異なる位置の断面を図示 している。また、図 5 では、中心軸線

Pの両側において、中心軸線 P を中心とした周方向における異なる角度の断

面をそれぞれ図示 している。尚、図 3 、図4 及び図 5 に示すプレーキシリン

ダ装置 2 は、図 1及び図 2 に示すプレーキシリンダ装置 2 と同様に構成され

るが、外形の一部について変更 して図示 している。

[0044] ブレーキシリンダ装置 2 は、そのプレ一キ作動方向における両端部がそれ

ぞれシリンダ支持ピン 1 5 b に連結されている。そして、このプレーキシリ

ンダ装置 2 は、シリンダ本体 2 0 、ブレーキ出力部 2 1、ロッド2 2 、ロッ

ド付勢パネ 2 3 、 ピス トン2 4 、増力機構 2 5 、駐車ブレーキ機構 2 6 、ネ

ジ軸 2 7 、ガイ ドチューブ2 8 、プッシャ一バネ 2 9 、クラッチナット3 0

、前方ス トツノ《3 1、第 1 クラッチ 3 2 、調整ス トツノ《3 3 、調整パネ3 4

、第 2 クラッチ 3 5 、調整スリープ3 6 、パネ受け3 7 、プッシャ一バネガ

イ ド3 8 、カバ一 3 9 、等を備えて構成されている。上述 した構成要素のう

ち、調整スリープ3 6 以外については、例えば、鉄系材料等の金属材料によ

り形成され、調整スリープ3 6 については、例えば、樹脂材料により形成さ



れている。尚、図4 及び図 5 においては、所定の構成要素については、断面

ではなく外形を図示 している。

[0045] シリンダ本体 2 0 は、第 1 ケース部 4 0 と第 2 ケース部 4 1 とで構成され

、内部が中空に形成されている。シリンダ本体 2 0 の内側には、ロッド2 2

、ロッド付勢パネ 2 3 、 ピス トン2 4 、増力機構 2 5 、ネジ軸 2 7 の一部、

ガイ ドチューブ2 8 、プッシャ一バネ 2 9 、調整ス トツノ《3 3 、調整バネ3

4 、第 2 クラッチ 3 5 、調整スリープ3 6 、バネ受け3 7 、プッシャ一バネ

ガイ ド3 8 、等が配置されている。また、第 1 ケース部 4 0 は、底部を有す

る略力ップ形状に形成されており、この第 1 ケース部 4 0 の開放側の端部に

第 2 ケース部 4 1 がボル トによって固定されている。尚、第 1 ケース部 4 0

の端部は、シリンダ支持ピン 1 5 b により一方のブレーキてこ 1 5 に連結さ

れる。

[0046] また、第 2 ケース部 4 には、第 1 ケース部 4 0 の端部に固定される筒状

に形成された筒状部分 4 a と、この筒状部分 4 a の軸方向 （中心軸線 P

と平行な方向）における中央部分の内側において内側に向かって突出すると

ともに周方向に沿って延びるフランジ状に形成された平板状部分 4 b とが

設けられている。平板状部分 4 b の径方向における中央部分には、ロッド

2 2 等が貫通 した状態で配置される貫通孔が形成されている。また、第 2 ケ

—ス部 4 の筒状部分 4 a における第 1 ケース部 4 0 に固定される側と反

対側の端部には、平板状の蓋状部材として設けられて筒状部分 4 1 a の第 1

ケース部 4 0 側とは反対側の開口を覆うカバ一 3 9 が固定されている。尚、

カバ一 3 9 の径方向における中央部分には、ネジ軸 2 7 及びガイ ドチューブ

8 が貫通 した状態で配置される貫通孔が形成されている。

[0047] 図 6 は、ロッド2 2 とガイ ドチューブ2 8 と増力機構 2 5 の一部とを示す

分解斜視図である。また、図 7 は、図 6 に示すロッド2 2 及びガイ ドチュー

プ2 8 を拡大 して示す斜視図である。図 3 乃至図 7 に示すように、ロッド2

2 は、シリンダ本体 2 0 の内側に配置される筒状の部材として設けられてい

る。そして、ロッド2 2 は、シリンダ軸方向 （中心軸線 P と平行な方向）に



沿つた直線方向であつてシリンダ本体 2 0 から進出する進出方向とその反対

方向に向かって退避する退避方向とにおいて移動自在に設けられている。尚

、図4 及び図 5 に示すように、上記の進出方向については 「進出方向X 1 」

(図中において矢印X 1 で示す方向）と称 し、上記の退避方向については 「

退避方向X 2 」 （図中において矢印X 2 で示す方向）と称 して以下説明する

[0048] ロッ ド2 2 は、進出方向X 側が大径の筒状部分である大径筒状部 2 2 a

として形成されており、退避方向X 2 側が小径の筒状部分である小径筒状部

2 2 b として形成されている （図 6 及び図 7 を参照）。大径筒状部 2 2 a 及

び小径筒状部 2 2 b の内側には、退避方向X 2 側に向かって段状に縮径する

段部が 2 段階に形成されている （図4 及び図 5 を参照）。そして、進出方向

X 側の段部には、口ッド付勢パネ 2 3 の端部が当接 して配置されている。

また、進出方向X 1側の段部と退避方向X 2 側の段部とには、これらの両方

の段部に亘つて嵌まり込んだ状態で、ガイ ドチュ一プ2 8 の退避方向X 2 側

の端部が固定されている。また、小径筒状部 2 2 b の内周には、ロッド2 2

の軸方向 （中心軸線 P と平行な方向）に沿って延びるように形成された複数

のスプライン溝 4 2 が形成されている。

[0049] 図 3 及び図4 に示すように、ロッド付勢バネ 2 3 は、ガイ ドチューブ2 8

の周囲においてロッド2 2 の内側に配置されたコイル状のパネとして設けら

れており、カバ一 3 9 の中央の貫通孔の縁部分に対 して固定された筒状支持

部材 4 3 とロッド2 2 における進出方向X 側の段部との間に配置されてい

る。尚、ロッド付勢パネ 2 3 の進出方向X 1側の端部は、筒状の部材として

形成されるとともに内周にガイ ドチューブ2 8 の側面が摺接する筒状支持部

材 4 3 における退避方向X 2 側の端部に対 して、当接 して支持されている。

—方、ロッド付勢パネ 2 3 の退避方向X 2 側の端部は、前述のように、ロッ

ド2 2 における進出方向X 側の段部に当接 して支持されている。これによ

り、ロッド付勢バネ 2 3 は、シリンダ本体 2 0 に対 して固定された部材であ

るカバ一 3 9 及び筒状支持部材 4 3 に対 して、ロッド2 2 を退避方向X 2 に



付勢可能に構成 されている。

[0050] 図 8 は、 ピス トン 2 4 の斜視図 （図 8 ( a ) ) 、及び、 ピス トン 2 4 を増

力機構 2 5 か ら見た図 （図 8 ( b ) ) である。図 3 乃至図 5 、図 8 に示すよ

うに、 ピス トン 2 4 は、シ リンダ本体 2 0 の内部 を仕切 るように配置され、

シ リンダ本体 2 0 の第 2 ケース部 4 の内周面に気密的に摺接するとともに

第 2 ケース部 4 に対 して軸方向に摺動可能に設けられている。 この ピス ト

ン 2 4 と第 2 ケース部 4 1 とで区画された空間によって、シ リンダ本体 2 0

内において圧力室 4 4 が形成 されている。 この圧力室 4 4 には、連通路 4 4

a を介 して、圧力流体 と しての圧縮空気が供給及び排出されるように構成 さ

れている （図 5 参照）。

[0051 ] また、 ピス トン 2 4 には、円盤状部 4 5 と一対の板状部 （4 6 、 4 6 ) と

が設けられている。円盤状部 4 5 は、外周に嵌め込 まれたシ一ル部材におい

て第 2 ケース部 4 の内周に摺接する円盤状の部分 と して設けられている。

そ して、円盤状部 4 5 には、中央部分に貫通孔 4 5 a が形成 されている。円

盤状部 4 5 は、貫通孔 4 5 a の内周に嵌め込 まれたシ一ル部材を介 して、 口

ッ ド2 2 の外周に摺接するように配置されている。 これにより、 ピス トン 2

4 は、 ロッ ド2 2 の軸周 りを周方向に囲むように配置されてロッ ド2 2 の移

動方向と平行な直線方向に沿 って移動可能に設けられている。

[0052] また、円盤状部 4 5 における貫通孔 4 5 a の周囲には、円盤状部 4 5 をそ

れぞれ貫通するように形成 された複数 （本実施形態では、 4 個）のガイ ド軸

穴 4 5 b が設けられている。各ガイ ド軸穴 4 5 b には、丸棒状 に形成 された

ガイ ド軸 4 7 が揷通されている （図 3 乃至図 5 を参照）。 ガイ ド車由4 7 は、

シ リンダ本体 2 0 及びカバ一 3 9 において両端部及び中途部分が支持されて

お り、進出方向 X 1 側の端部がカバ一 3 9 の内壁に対 して支持され、中途部

分が第 2 ケース部 4 の平板状部分 4 b に嵌合 して固定され、退避方向 X

2 側の端部が第 1 ケース部 4 0 に嵌合 して固定されている。そ して、円盤状

部 4 5 の各ガイ ド軸穴 4 5 b の内周が、各ガイ ド軸 4 7 の外周に対 して摺接

するように構成 されている。



[0053] 上記のように構成された円盤状部 4 5 が設けられることで、 ピス トン2 4

は、圧力室 4 4 に圧力流体である圧縮空気が供給されることにより後述の増

力機構 2 5 を介 してロッド付勢パネ 2 3 の付勢力に杭 してシリンダ本体 2 0

に対 して退避方向に移動するように構成されている。

[0054] ピス トン2 4 における一対の板状部 （4 6 、 4 6 ) は、 ピス トン2 4 の軸

中心を中心とする周方向に沿つて湾曲 して延びるとともに円盤状部 4 5 から

退避方向X 2 側に向かって突出する板状の部分として設けられている。そし

て、各板状部 4 6 における退避方向X 2 側の端面には、傾斜面 4 8 が設けら

れている。この傾斜面 4 8 は、 ピス トン2 4 の軸中心を中心とする周方向に

沿って延びるとともにピス トン2 4 の移動方向に対 して傾斜するよう設けら

れている。

[0055] ブレーキ出力部 2 は、後述するネジ軸 2 7 、ガイ ドチューブ2 8 等を介

してロッド2 2 に連結され、ロッド2 2 とともに移動可能に設けられている

。これにより、ブレーキ出力部 2 1 は、シリンダ本体 2 0 から進出する進出

方向X 1 とシリンダ本体 2 0 に接近するよう退避する退避方向X 2 とに移動

可能に設けられ、ロッド2 2 が進出方向X 1 に移動することでブレーキ力を

出力可能に構成されている。また、ブレーキ出力部 2 1 は、シリンダ支持ピ

ン 1 5 b により他方のブレーキてこ 1 5 に連結される。

[0056] 図 3 乃至図 6 に示す増力機構 2 5 は、 ピス トン2 4 が退避方向X 2 に移動

すると、 ピス トン2 4 にて発生する直線方向の駆動力を回転方向に変換する

とともに、ロッド2 2 を進出方向X 1 に移動させ、 ピス トン2 4 からの駆動

力を増力 してロッド2 2 に対 して作用させる機構として設けられている。こ

の増力機構 2 5 は、 ピス トン2 4 に設けられる前述の傾斜面 4 8 、受け部 4

9 、回動部 5 0 、ローラカム部材 5 1、口一ラリテ一ナ 5 2 、スプライン軸

5 3 、ロッド側受け面 5 4 、回動部側受け面 5 5 、等を備えて構成されてい

る。

[0057] 図 3 乃至図 7 に示すように、受け部 4 9 は、ロッド2 2 の大径筒状部 2 2

a に一体に形成されており、大径筒状部 2 2 a における退避方向X 2 側の端



部部分として設けられている。また、ロッド側受け面 5 4 は、受け部 4 9 に

複数 （本実施形態では、 6 個）設けられ、受け部 4 9 における退避方向X 2

側の端面として形成されている。そして、複数のロッド側受け面 5 4 は、口

ッド2 2 の軸中心を中心とする周方向に沿って順番に並んで配置されており

、各ロッド側受け面 5 4 も、ロッド2 2 の軸中心を中心とする周方向に沿つ

て延びるように配置されている。また、各ロッド側受け面 5 4 は、ロッド2

2 の軸方向に対 して傾斜するように設けられている。

[0058] 図 9 は、回動部 5 0 の斜視図 （図 9 ( a ) ) 、及び、回動部 5 0 について

ロッド2 2 側から見た図 （図 9 ( b ) ) である。また、図 1 0 は、ブレーキ

シリンダ装置 2 についてブレーキ出力部 2 2 と反対側から見た図である。尚

、図 1 0 では、シリンダ本体 2 0 の内部構成の一部について破線で図示 して

いる。

[0059] 図 3 乃至図 6 、図 9 、図 1 0 に示す回動部 5 0 は、ロッド2 2 の軸方向と

平行な方向において受け部 4 9 に対 して対向するように配置されている。そ

して、回動部 5 0 は、径方向長さに比 して軸方向長さが短い筒状に形成され

た回動本体部材 5 7 、回動本体部材 5 7 に対 して回転軸を介 して回転自在に

取り付けられた一対のローラ （5 8 、 5 8 ) 、等を備えて構成されている。

回動本体部材 5 7 における退避方向X 側の端部は、ベアリング5 6 を介 し

てシリンダ本体 2 0 の第 1 ケース部 4 0 に対 して回転自在に支持されている

。これにより、回動部 5 0 は、シリンダ本体 2 0 内において、ロッド2 2 の

軸中心を中心として回転自在に支持されている。

[0060] また、一対のローラ （5 8 、 5 8 ) のそれぞれは、回動本体部材 5 7 の直

径方向に沿って配置された各回転軸に対 して回転自在に支持されている。そ

して、各ローラ 5 8 の側面は、円錐曲面の一部を構成するように周方向に （

各ローラ 5 8 の周方向に）延びるとともに、各傾斜面 4 8 に対 して転動する

転動面として設けられている。上記の回動本体部材 5 7 及び一対のローラ （

5 8 、 5 8 ) が設けられていることで、回動部 5 0 は、 ピス トン2 4 が退避

方向X 2 に移動 したときに各ローラ 5 8 の転動面が各傾斜面 4 8 によって付



勢されてロッ ド2 2 の軸中心 を中心 と して所定の回転方向 （ピス トン 2 4 側

か ら見て回動本体部材 5 7 が時計回 りに回転する方向）に回動するように構

成 されている。

[0061 ] 回動部側受け面 5 5 は、回動部 5 0 に複数 （本実施形態では、 6 個）設け

られ、回動部 5 0 における進出方向 X 1 側の端面 と して形成 されている。そ

して、複数の回動部側受け面 5 5 は、 ロッ ド2 2 及び回動部 5 0 の軸中心 を

中心 とする周方向に沿 って順番に並んで配置されてお り、各 ロッ ド側受け面

5 5 も、 ロッ ド2 2 及び回動部 5 0 の軸中心 を中心 とする周方向に沿 って延

びるように配置されている。 また、各回動部側受け面 5 5 は、 ロッ ド2 2 の

軸方向に対 して傾斜するように設けられている。 よって、増力機構 2 5 にお

いては、 口ッ ド側受け面 5 4 及び回動部側受け面 5 5 の両方 ともに、 口ッ ド

2 の軸方向に対 して傾斜するように設けられている。

[0062] 図 1 1 は、 ローラカム部材 5 1 及び 口一ラ リテ一ナ 5 2 を示す斜視図であ

る。図 3 乃至図 6 、図 1 1 に示すローラカム部材 5 1 は、本実施形態におけ

る転動部材を構成 してお り、複数 （本実施形態では、 6 個）設けられ、 ロー

ラ リテ一ナ 5 2 に対 して回転 自在 に支持されている。尚、 口一ラ リテ一ナ 5

2 は、同心 に配置される リング状の部材 と して設けられた内輪部材 5 2 a 及

び外輪部材 5 2 b を備えて構成 されている。内輪部材 5 2 a 及び外輪部材 5

2 b は、径方向に延びる複数 （本実施形態では、 6 個）の回転軸部材によつ

て連結 されて互いに固定されている。そ して、その各回転軸部材に対 して各

ローラカム部材 5 が回転 自在 に支持されている。

[0063] 複数のローラカム部材 5 1 は、 口一ラ リテ一ナ 5 2 に回転 自在 に保持され

た状態で、 口ッ ド側受け面 5 4 及び回動部側受け面 5 5 の間に配置されてい

る。そ して、各 ローラカム部材 5 1 は、対向 して配置される各 ロッ ド側受け

面 5 4 及び各回動部側受け面 5 5 に対 して転動可能に配置されている。即ち

、各 口一ラカム部材 5 1 の側面は、円錐曲面の一部 を構成するように周方向

に （各 ローラカム部材 5 の周方向に）延びるとともにロッ ド側受け面 5 4

及び回動部側受け面 5 5 に対 して転動する転動面 と して設けられている。 ま



た、複数のローラ力厶部材 5 1 は、ロッド2 2 の軸中心を中心とした 1 つの

円周上に沿って位置するように設けられ、口一ラリテ一ナ 5 2 の周方向にお

ける均等角度の位置に配置されている。

[0064] 図 4 乃至図 6 に示すスプライン軸 5 3 は、退避方向X 2 側の端部において

第 1 ケース部 4 0 に固定され、進出方向X 側に片持ち状に突出した状態で

シリンダ本体 2 0 に支持される軸状の部材として設けられている。そして、

スプライン軸 5 3 における進出方向X 側の部分の外周には、複数のスプラ

イン歯 5 3 a が形成されている。各スプライン歯 5 3 a は、スプライン軸 5

3 の軸方向 （中心軸線 P と平行な方向）に沿って延びるように形成され、口

ッド2 2 の小径筒状部 2 2 b の内周の各スプライン溝 4 2 に対 して軸方向に

おいて摺動自在に移動可能な状態で嵌り合うように設けられている。上記の

ようにスプライン軸 5 3 に対 してロッド2 2 が摺動 しながら軸方向に移動可

能に連結されていることで、ロッド2 2 は、シリンダ本体 2 0 に対 してロッ

ド2 2 の軸中心を中心とする回転方向の変位を規制されるように連結される

とともに、回動部 5 0 の所定の回転方向への回動に伴って進出方向X に移

動可能に構成されている。尚、スプライン軸 5 3 においては、進出方向X 1

側に向かって開口するとともに後述のネジ軸 2 7 が揷入されるネジ軸揷入穴

5 3 b が設けられている。

[0065] 尚、図 3 乃至図 5 に示すように、増力機構 2 5 においては、複数のローラ

カム部材 5 が配置される位置の中心軸線 Pからの距離よりも、一対の傾斜

面 （4 8 、 4 8 ) 及び一対の口一ラ （5 8 、 5 8 ) が配置される位置の中心

軸線 Pからの距離の方が大きく設定されている。これにより、 ピス トン2 4

にて発生する駆動力を増力 してロッド2 2 から出力可能となるように構成さ

れている。

[0066] 図 1 2 は、プレーキシリンダ装置 2 についてブレーキ出力部 2 1側から見

た図である。圧力室 4 4 への圧縮空気の供給によってピス トン2 4 、増力機

構 2 5 、ロッド2 2 等が作動することでプレ一キ力が発生するプレ一キ機構

は、鉄道車両の通常の運転時に用いられる。これに対 して、図 3 乃至図 5 、



図 1 2 に示す駐車ブレーキ機構 2 6 は、このプレーキシリンダ装置 2 が装備

される鉄道車両の駐車時に用いられるブレーキ機構として設けられている。

そして、駐車プレ一キ機構 2 6 は、複数の駐車プレ一キ用パネ 5 9 、駐車プ

レーキ用ピス トン6 0 、等を備えて構成されている。

[0067] 複数 （本実施形態では、 1 0 個）の駐車ブレーキ用パネ 5 9 は、それぞれ

コイル状のパネとして設けられ、カバ一 3 9 に 2 つ設けられた駐車ブレーキ

バネ支持部 3 9 a のそれぞれに半数ずつ （5 個ずつ）配置されている。尚、

駐車プレーキバネ支持部 3 9 a は、シリンダ本体 2 0 に固定されたカバ一 3

9 において、周方向に沿って延びるとともに進出方向X 側に向かって突出

するように形成されて内部に中空領域を区画する部分として 2 つ設けられて

いる。そして、各駐車プレ一キバネ支持部 3 9 a の内部において複数の駐車

ブレーキ用パネ 5 9 が支持されている。これにより、複数の駐車ブレーキ用

バネ 5 9 は、シリンダ本体 2 0 の周方向に沿って並ぶように配置されている

[0068] また、各駐車プレ一キバネ支持部 3 9 a の内部において、各駐車プレ一キ

用パネ 5 9 における進出方向X 側の端部は、駐車プレ一キバネ支持部 3 9

の内壁に対 して、当接 して支持されている。一方、各駐車ブレーキ用パネ 5

9 における退避方向X 2 側の端部は、後述する駐車ブレーキ用ピス トン6 0

に対 して、当接 して付勢 している。また、複数の駐車ブレーキ用パネ 5 9 は

、カバ一 3 9 の駐車プレーキバネ支持部 3 9 a に配置されており、シリンダ

本体 2 0 に対 して外側に配置されている。また、駐車プレーキバネ支持部 3

9 a は、ブレーキ出力部 2 に対 して、シリンダ本体 2 0 の径方向と平行な

方向において並ぶとともに、側方における両側に配置されている。このため

、複数の駐車ブレーキ用パネ 5 9 についても、ブレーキ出力部 2 1 に対 して

、シリンダ本体 2 0 の径方向と平行な方向において並ぶとともに、側方にお

ける両側に配置されるように構成されている。

[0069] 駐車ブレーキ用ピス トン6 0 は、シリンダ本体 2 0 の内側に配置され、シ

リンダ本体 2 0 の第 2 ケース部 4 に対 して平板状部分 4 b よりも進出方



向 X 側 においてその内周面に気密的に摺接するとともに第 2 ケース部 4

に対 して軸方向に摺動可能に設けられている。 この駐車 ブレーキ用 ビス トン

6 0 と第 2 ケース部 4 1 とで区画された空間によって、シ リンダ本体 2 0 の

内側 において駐車 ブレーキ解除用圧力室 6 1 が形成 されている。 また、駐車

プレ一キ解除用圧力室 6 1 には、図示 しない連通路 を介 して、圧力流体 と し

ての圧縮空気が供給及び排出されるように構成 されている。尚、駐車 プレー

キ解除用圧力室 6 は、圧力室 4 4 とは異なる駐車 ブレーキ解除用 と して設

けられ、本実施形態における第 2 の圧力室を構成 している。

[0070] また、駐車 ブレーキ用 ピス トン 6 0 には、円盤状部 6 0 a と筒状部 6 0 b

とが設けられている。円盤状部 6 0 a は、外周に嵌め込 まれたシ一ル部材に

おいて第 2 ケース部 4 の内周に摺接する円盤状の部材 と して設けられてい

る。そ して、円盤状部 6 0 a には、中央部分に貫通孔が形成 されている。そ

して、 この貫通孔の縁部分に対 して、円筒状の部材 と して設けられた筒状部

6 O b が、 リング状 に形成 された連結部材 6 2 を介 して連結 されている。即

ち、連結部材 6 は、円盤状部 6 0 a の内周側 と筒状部 6 0 b の外周側 とに

対 してそれぞれ係合可能に設けられてお り、 連結部材 6 2 が円盤状部 6 0 a

及び筒状部 6 0 b に係合することで、円盤状部 6 0 a 及び筒状部 6 0 b が連

結部材 6 2 を介 して一体的に連結 されている。

[0071 ] また、円盤状部 6 0 a における貫通孔の周囲には、円盤状部 6 0 a をそれ

ぞれ貫通するように形成 された複数のガイ ド軸穴が設けられている。各ガイ

ド軸穴には、平板状部分 4 a か ら進出方向 X 側 に突出 したガイ ド軸 4 7

が揷通されている （図 4 を参照）。そ して、円盤状部 6 0 a の各ガイ ド軸穴

の内周が、各ガイ ド軸 4 7 の外周に対 して摺接するように構成 されている。

[0072] また、筒状部 6 O b は、その外周側 において、第 2 ケース部 4 1 の平板状

部分 4 1 a の貫通孔の縁部分に嵌め込 まれたシール部材を介 して、平板状部

分 4 1 a に摺接するように配置されている。そ して、筒状部 6 0 b は、シ一

ル部材が嵌め込 まれたその内周側 において、 ロッ ド2 2 の外周に摺接するよ

うに配置されている。更に、筒状部 6 0 b における退避方向 X 2 側の端部は



、 ピス トン2 4 における進出方向X 側の端面に対 して当接するように配置

されている。これにより、駐車ブレーキ用ピス トン6 0 は、ロッド2 2 の軸

周りを周方向に囲むように配置されてロッド2 2 の移動方向と平行な直線方

向に沿って移動可能に設けられ、退避方向X 2 への移動時にビス トン2 4 を

付勢可能に構成されている。

[0073] 上記のように駐車ブレーキ機構 2 6 が構成されているため、駐車ブレーキ

解除用圧力室 6 に圧縮空気が供給されることで、駐車ブレーキ用パネ 5 9

の付勢力に杭 して駐車ブレーキ用ピス トン6 0 が進出方向X に付勢され、

駐車ブレーキ用パネ 5 9 による駐車プレーキのブレーキ力が発生 しない状態

(駐車プレーキが解除された状態）が維持されることになる。一方、駐車プ

レーキ解除用圧力室 6 から圧縮空気が排出されることにより、駐車プレー

キ用バネ 5 9 の付勢力によつて駐車プレーキ用ピス トン6 0 がシリンダ本体

2 0 に対 して退避方向X に移動 してビス トン2 4 を付勢 し、駐車ブレーキ

としてのブレーキ力が発生することになる。

[0074] 尚、プレーキシリンダ装置 2 においては、図 1 2 に示すように、カバ一 3

9 側において、駐車ブレーキ解除操作用 リング6 3 が設けられている。駐車

プレ一キ解除操作用 リング6 3 は、手動操作による駐車プレ一キ解除用の操

作部として設けられている。そして、プレーキシリンダ装置 2 においては、

この駐車プレ一キ解除操作用 リング6 3 が弓Iつ張り操作されることで、図示

しないリンク機構が駆動され、 リング状に形成された連結部材 6 2 が径方向

に拡径するように作動するよう構成されている。これにより、駐車ブレーキ

用ピス トン6 0 において、筒状部 6 0 b と連結部材 6 2 との係合が解除され

、円盤状部 6 0 a と筒状部 6 0 b との連結が解除されることになる。

[0075] 上記のように円盤状部 6 0 a と筒状部 6 0 b との連結が解除されると、口

ッド2 2 及び増力機構 2 5 を介 して作用するロッド付勢パネ 2 3 からの付勢

力によって、 ピス トン2 4 が進出方向X 1 に移動 し、駐車ブレーキ用パネ 5

9 によって付勢された円盤状部 6 0 a の位置が変化 しないまま、 ピス トン2

4 とともに筒状部 6 0 b が進出方向X 1 に移動する。これにより、ロッド2



2 とともにブレーキ出力部 2 が退避方向X 2 に移動 し、駐車プレーキが解

除されることになる。よって、プレーキシリンダ装置 2 においては、駐車プ

レーキ用パネ 5 9 によるブレーキ力が作用 して駐車ブレーキが作動 している

状態において、駐車ブレーキ解除用圧力室 6 に圧縮空気が供給されなくて

も、駐車ブレーキ解除操作用 リング6 3 が引っ張り操作されることで、駐車

プレ一キを解除できるように構成されている。

[0076] 次に、図4 、図 5 及び図 1 3 を参照 しつつプレーキシリンダ装置 2 におけ

る隙間調整機構について説明する。尚、図 1 3 は、図4 の一部を拡大 して示

す拡大断面図であり、隙間調整機構における要部を拡大 して示す図である。

ディスクブレーキ装置 1 におけるプレーキパッド1 3 の摩耗等によって、プ

レーキが解除された状態におけるブレーキ動作位置までの隙間が大きくなつ

た場合、クラッチナット3 0 、第 1 クラッチ 3 2 、第 2 クラッチ 3 5 、ネジ

軸 2 7 、ガイ ドチューブ2 8 、プッシャ一パネ 2 9 、前方ス トツバ 3 1、調

整ス トツバ 3 3 、調整パネ3 4 、等を備えて構成される隙間調整機構によつ

て、上記の隙間が自動的に調整されることになる。

[0077] ネジ軸 2 7 は、ブレーキ出力部 2 に連結されるとともに外周にネジ 2 7

a が形成された軸状の部材として設けられている。そして、ネジ軸 2 7 は、

プレ一キ出力部 2 と反対側 （本実施形態では、増力機構 2 5 側）に向かつ

て開口するように内部が中空に形成されている。即ち、ネジ軸 2 7 の内部の

中空領域は、軸方向に沿って延びる軸方向穴 2 7 b として設けられており、

ブレーキ出力部 2 と反対側 （退避方向X 2 側）にのみ開口している。また

、ネジ軸 2 7 における退避方向X 側の端部は、スブライン軸 5 3 のネジ軸

揷入穴 5 3 b に揷入されている。

[0078] ガイ ドチューブ2 8 は、円筒状の部材として形成され、退避方向X 2 側の

端部がロッド2 2 の内側の段部において固定されて取り付けられるとともに

、筒状支持部材 4 3 を貫通するように配置されている。そして、ガイ ドチュ

—プ2 8 は、内側の空間領域にネジ軸 2 7 が配置されている。また、ガイ ド

チューブ2 8 の周壁には、円筒軸方向における中途位置において、スリット



状 に貫通形成 された一対のス リッ 卜孔 （2 8 a 、 2 8 a ) が設 けられている

。 これ らの一対のス リッ ト孔 （2 8 a 、 8 a ) は、 円筒状のガイ ドチュー

プ 2 8 の直径方向に沿 った位置に配置されるように設けられてお り、後述す

る調整ス 卜ツバ 3 3 が内側か ら外側 に向かって貫通するように配置される開

口と して形成 されている。

[0079] プッシャ一バネ 2 9 は、 コイル状のバネと して設けられ、ネジ軸 2 7 にお

ける軸方向穴 2 7 b に配置されている。尚、軸方向穴 2 7 b には、奥側 （進

出方向 X 1 側）に向かって段状 に縮径する段部が設けられている。そ して、

プッシャ一パネ 2 9 は、圧縮パネと して設けられてお り、進出方向 X 1 側の

端部が軸方向穴 2 7 b における段部 に当接 し、退避方向 X 2 側の端部がスプ

ライン軸 5 3 のネジ軸揷入穴 5 3 b の底部分に当接するように配置されてい

る。 これにより、 プッシャ一バネ 2 9 は、シ リンダ本体 2 0 に固定された部

分である増力機構 2 5 のスプライン軸 5 3 に対 してネジ軸 2 7 を進出方向 X

に向かって内側か ら付勢可能に配置されている。

[0080] プッシャ一パネガイ ド3 8 は、スプライン軸 5 3 に対 してネジ軸揷入穴 5

3 b の底部分において固定された軸状の部分 と して形成 されている。そ して

、 プッシャ一バネガイ ド3 8 は、ネジ軸 2 7 の軸方向穴 2 7 b に向かって突

出するように配置され、 プッシャ一バネ 2 9 の内側 に揷入されている。 これ

により、 プッシャ一バネガイ ド3 8 は、 プッシャ一バネ 2 9 の座屈方向の変

形 を規制するように構成 されている。 また、 プッシャ一パネガイ ド3 8 は、

その先端部が、ネジ軸 2 7 の軸方向穴 2 7 b における奥側 （進出方向 X 側

) で縮径 した穴の部分に摺接する状態で揷入されている。 これにより、 プッ

シャ一パネガイ ド3 8 は、先端部がネジ軸 2 7 の内側 に対 して摺動 自在 に配

置されている。

[0081 ] クラッチナ ツ 卜3 0 は、内周に雌ネジ部分が形成 された筒状の部材 と して

設けられ、シ リンダ本体 2 0 に対 してブレーキ出力部 2 側 に配置されたネ

ジ軸 2 7 の先端側 に螺合するように構成 されている。 また、 クラッチナ ッ ト

3 0 の軸方向の中途位置における外周には、周方向に亘 つて延びるとともに



径方向の外側に向かって突出するように形成されて、後述の前方ス トツパ 3

1 及び第 1 クラッチ 3 2 に対 して当接可能な凸部 3 0 a が設けられている。

尚、上記のようにクラッチナット3 0 が設けられることで、プッシャ一バネ

2 9 は、ネジ軸 2 7 を内側から付勢することでネジ軸 2 7 に螺合 したクラッ

チナツ卜3 0 を前方ス トツノ《3 に向かって付勢するように構成されている

[0082] 前方ス トツバ 3 は、外周に雄ネジ部分が形成されて軸方向長さが短い筒

状の部材と、この筒状の部材の内側に嵌め込まれて一体化されたベアリング

とを備えて構成されている。そして、前方ス トツバ 3 1 は、その雄ネジ部分

において、ガイ ドチューブ2 8 におけるブレーキ出力部 2 に対向する先端

部の内周に形成された雌ネジ部分に対 して螺合 している。即ち、前方ス トツ

パ 3 は、ガイ ドチューブ2 8 の内周に対 してネジ結合により固定されてい

る。尚、ガイ ドチューブ2 8 の先端部の内周には、前方ス トッパ 3 1 に対 し

てブレーキ出力部 2 1側において、周方向に延びる溝が形成されている。そ

して、この溝に、前方ス トツノ《3 におけるブレーキ出力部 2 側の端部と

係合するスナップリング6 4 が嵌め込まれることで、前方ス トツバ 3 1 の抜

け止めが図られている。

[0083] また、前方ス 卜ツバ 3 1 は、クラッチナット3 0 のブレーキ出力部 2 1側

の端部とネジ軸 2 7 とに対 して外側で同心状に （径方向の中心位置が一致す

るように）配置されている。そして、前方ス トッパ 3 1 は、クラッチナット

3 0 のガイ ドチューブ2 8 に対する移動を規制するようにクラッチナツ卜3

0 に対 してブレーキ出力部 2 側である前方側から凸部 3 0 a と当接可能に

配置されている。これにより、前方ス トッパ 3 1 は、ガイ ドチューブ2 8 の

退避方向X 2 の移動とともにクラッチナツ卜3 0 及びこのクラッチナツ卜3

0 が螺合 したネジ軸 2 7 を退避方向X 2 に付勢可能に構成されている。

[0084] 第 1 クラッチ 3 2 は、軸方向長さが短い筒状の部材として設けられ、前方

ス トツバ 3 1 とは別部材である一体の部材として形成されている。そして、

第 1 クラッチ 3 2 は、ガイ ドチューブ2 8 に対 してその内側に圧入されて固



定されている。尚、第 1 クラッチ 3 2 の端部は、ガイ ドチューブ2 8 の内周

において段状に形成された部分に対 して当接 して位置決めされている。また

、第 1 クラッチ 3 2 は、クラッチナット3 0 とネジ軸 2 7 とに対 して外側で

同心状に （径方向の中心位置が一致するように）配置されている。そして、

第 1 クラッチ 3 2 は、クラッチナツ卜3 0 に対 してブレーキ出力部 2 側と

反対側である後方側から前方ス トッパ 3 と所定の間隔を介 してこのクラッ

チナツ卜3 0 の凸部 3 0 a に当接可能に配置されている。

[0085] 調整ス 卜ツバ 3 3 は、一対で設けられ、 リング状の部材として又は軸方向

長さが短い円筒状の部材として形成された後述の第 2 クラッチ 3 5 に対 して

それぞれ固定されている。そして、各調整ス トツバ 3 3 は、第 2 クラッチ 3

5 の径方向の外側に向かって突出するプロック状の部材として設けられてい

る。また、一対の調整ス トツバ （3 3 、 3 3 ) は、ガイ ドチューブ2 8 及び

ネジ軸 2 7 の直径方向に沿った位置に配置されるように、第 2 クラッチ 3 5

に対 して固定されている。そして、一対の調整ス トッパ （3 3 、 3 3 ) は、

ガイ ドチューブ2 8 における一対のスリット部 （2 8 b 、 8 b ) を貫通す

るように突出して配置されている。

[0086] 尚、シリンダ本体 2 0 に対 してカバ一 3 9 を介 して固定された部材である

筒状支持部材 4 3 には、その退避方向X 2 側の端部において周方向に延びる

環状の突起部分として形成されたス トツパス トロ一ク規制部 6 5 が設けられ

ている。そして、各調整ス トツバ 3 3 は、進出方向X 1 に移動 した際に、そ

の突出した端部においてス トツパス トロ一ク規制部 6 5 に対 して当接可能に

配置されている。調整ス トッパ 3 3 は、上記のように設けられることで、ク

ラッチナツ卜3 0 及びガイ ドチューブ2 8 に対 してネジ軸 2 7 の軸方向に沿

つて相対移動可能に配置され、シリンダ本体 2 0 に固定された部材である筒

状支持部材 4 3 に対 して移動可能範囲が規制されるように構成されている。

[0087] 調整ス トッパ 3 3 が固定される第 2 クラッチ 3 5 は、前述のようにリング

状又は軸方向長さが短い円筒状の部材として形成され、ネジ軸 2 7 及び後述

の調整スリープ3 6 の周囲であってガイ ドチューブ2 8 の内側に配置されて



いる。そして、第 2 クラッチ 3 5 は、進出方向X 1 における端部においてク

ラッチナツ卜3 0 に対 して後方側から当接可能に配置され、退避方向X 2 に

おける端部において後述の調整バネ3 4 に当接 している。また、第 2 クラッ

チ 3 5 における進出方向X 側の端部の面であってクラッチナツ卜3 0 に対

向する面には、周方向に亘つて歯 3 5 a が形成されている。一方、クラッチ

ナット3 0 における退避方向X 側の端部の面であつて第 2 クラッチ 3 5 に

対向する面には、周方向に亘つて歯 3 0 b が形成されている。そして、第 2

クラッチ 3 5 側の歯 3 5 a とクラッチナツ卜3 0 側の歯 3 0 b とは、第 2 ク

ラッチ 3 5 とクラッチナツ卜3 0 とを係合可能な歯として形成されている。

[0088] 調整スリープ3 6 は、樹脂により形成されることで可撓性を有する筒状の

部材として設けられ、ネジ軸 2 7 の周囲に配置されている。そして、調整ス

リ一プ3 6 には、進出方向X 1側の端部の外周において、凹凸部分として形

成された係合部 3 6 a が設けられている。そして、クラッチナット3 0 には

、退避方向X 2 側の端部の内周において、係合部 3 6 a の凹凸部分と嵌まり

合う凹凸部分として形成された被係合部 3 0 c が設けられている。調整スリ

—プ3 6 とクラッチナツ卜3 0 とは、調整スリープ3 6 側の係合部 3 6 a と

クラッチナット3 0 側の被係合部 3 0 c とが係合することにより、一体に構

成されている。

[0089] 尚、調整スリープ3 6 の係合部 3 6 a は、クラッチナット3 0 の内周側に

形成された被係合部 3 0 c に対 して内側から係合するように設けられている

。そして、調整スリープ3 6 の内周とネジ軸 2 7 におけるネジ 2 7 a のネジ

山の頂部との間に形成される隙間の調整スリ一プ3 6 の径方向における寸法

が、係合部 3 6 a と被係合部 3 0 c とにおいて互いに嵌まり合う凹凸部分の

調整スリ一プ3 6 の径方向における寸法 （調整スリ一プ3 6 の径方向におけ

る凹凸部分の重なり代）よりも小さくなるように構成されている。

[0090] 調整バネ3 4 は、調整スリープ3 6 の周囲に配置されたコイル状のパネと

して設けられている。そして、調整パネ3 4 は、一端側が、第 2 クラッチ 3

5 における退避方向X 2 側の端部に当接 （又は連結） し、他端側が、調整ス



リ一プ 3 6 における退避方向 X 2 側の端部 に取 り付けられてベア リングを有

するバネ受け 3 7 を付勢するように、配置されている。 これにより、調整ス

リ一プ 3 6 は、一端側が第 2 クラッチ 3 5 に当接する調整パネ 3 4 の他端側

によって退避方向 X 2 に付勢されるように構成 されている。そ して、調整バ

ネ 3 4 は、調整ス リープ 3 6 に係合 して一体化されたクラッチナ ツ 卜3 0 を

退避方向 X 2 に向かって付勢可能に構成 されている。

[0091 ] また、パネ受け 3 7 は、調整ス リープ 3 6 の外周 とガイ ドチューブ 2 8 の

内周 との間に配置され、調整ス リープ 3 6 における退避方向 X 2 の端部の外

周に周方向に亘 つて形成 されたフランジ状の突起に係合することでこの調整

ス リープ 3 6 に取 り付けられている。そ して、パネ受け 3 7 は、その外周 と

ガイ ドチューブ 2 8 の内周 との間に形成 される隙間のガイ ドチューブ 2 8 の

径方向における寸法がほぼゼロになるように配置されている。バネ受け 3 7

は、その外周 とガイ ドチューブ 2 8 の内周 とが摺接するように配置されてい

てもよい。尚、バネ受け 3 7 にベア リングが設けられているため、調整ス リ

—プ 3 6 が調整パネ 3 4 に対 して回転可能に構成 されている。

[0092] 次 に、 プレーキシ リンダ装置 2 の斜視図であって切欠 き断面で内部の構造

を示す図である図 3 、図 1 4 乃至図 1 7 を参照 しつつ、 プレーキシ リンダ装

置 2 の作動について説明する。図 3 は、図 4 及び図 5 の断面図に対応する状

態を示す図であって、圧力室 4 4 に圧縮空気が供給 されてお らず、駐車 プレ

—キ解除用圧力室 6 に圧縮空気が供給 された状態である。即ち、図 3 に示

す状態のプレーキシ リンダ装置 2 は、 ブレーキ力が発生 していない状態であ

る。

[0093] 上記の図 3 に示す状態か ら圧力室 4 4 に圧縮空気の供給が開始されると、

図 3 に示す状態か ら図 1 4 に示す状態に移行 して更に図 1 5 に示す状態を経

て、最終的に図 1 6 に示す状態に移行することになる。尚、図 1 4 に示す状

態は、 ピス トン 2 4 が、その全工程 （フルス トローク）のうちの 3 分の 1 程

度の工程 を退避方向 X 2 に進んだ状態を示 している。 また、図 1 5 に示す状

態は、 ピス トン 2 4 が、その全工程のうちの 3 分の 2 程度の工程 を退避方向



X 2 に進んだ状態を示 している。また、図 1 6 に示す状態は、 ピス トン2 4

がその全工程を退避方向X 2 に進み、ブレーキ力がブレーキ出力部 2 から

出力されている状態を示 している。

[0094] 図 1 4 乃至図 1 6 に示すように、圧力室 4 4 に圧縮空気が供給されると、

ピス トン2 4 が、口ッド付勢パネ 2 3 からロッド2 2 及び増力機構 2 5 を介

して伝達される付勢力に杭 して、ガイ ド軸 4 7 によって移動方向をガイ ドさ

れながら退避方向X 2 に移動する。そして、各傾斜面 4 8 が回動部 5 0 にお

ける各ローラ 5 8 を押圧する。これにより、ローラ 5 8 が回転 しながら傾斜

面 4 8 を転動 し、ローラ 5 8 とともに回動本体部材 5 7 が所定の回転方向 （

ピス トン2 4 側から見て時計回りに回転する方向）に回動する。そして、回

動本体部材 5 7 の回動とともに回動部側受け面 5 5 もロッド2 2 の軸中心を

中心として回動することになる。これにより、回動部側受け面 5 5 とロッド

側受け面 5 4 とに対 してローラ力厶部材 5 が転動 しながら回転することに

なる。

[0095] 回動本体部材 5 7 の回動に伴ってローラカム部材 5 1 が回転すると、ロッ

ド2 2 の軸方向に対 して傾斜 して設けられた回動部側受け面 5 5 に沿って口

—ラカム部材 5 が回転 しながら進出方向X に移動することになる。この

とき、ロッド2 2 の軸方向に対 して傾斜 して設けられたロッド側受け面 5 4

が、ローラカム部材 5 の回転とともに更に進出方向X に押されることに

なる。これにより、スプライン軸部 5 3 との連結によって回転方向の変位が

規制されて軸方向のみの移動が許容されたロッド2 2 が進出方向X に移動

することになる。

[0096] 尚、ロッド2 2 が進出方向X 1 に移動すると、ロッド2 2 とともにガイ ド

チューブ2 8 及び第 1 クラッチ 3 2 が進出方向X 1 に移動 し、更に、第 1 ク

ラッチ 3 2 に当接するクラッチナツ卜3 0 、クラッチナット3 0 に螺合する

ネジ軸 2 7 、ネジ軸 2 7 に連結されたブレーキ出力部 2 も進出方向X に

移動することになる。そして、ロッド2 2 とともにブレーキ出力部 2 1 が所

定量進出方向X に移動 し、 ピス トン 2 4 が全工程を退避方向X 2 に移動 し



て停止 した図 1 6 に示す状態に至るまでに、一対のプレーキパッド （1 3 、

3 ) がブレーキディスク 1 0 1 を押圧 し、必要なブレーキ力が出力される

ことになる。

[0097] プレーキが作動 した図 1 6 に示す状態からブレーキを解除する場合は、上

記とは逆の動作が行われる。即ち、圧力室 4 4 から圧縮空気が排出され、口

ッド付勢パネ 2 3 の付勢力によってロッド2 2 が退避方向X 2 に移動を開始

し、ロッド側受け面 5 4 によって押されたローラカム部材 5 がブレーキ作

動時とは逆方向に回転する。そして、ローラカム部材 5 1 が回動部側受け面

5 5 を転動 しながら退避方向X に移動 し、回動本体部材 5 7 がブレーキ作

動時とは逆の回転方向 （ピス トン2 4 側から見て反時計回りに回転する方向

) に回動する。これにより、ローラ 5 8 が回転 しながら傾斜面 4 8 を進出方

向X に押すことになり、 ビス トン2 4 が進出方向X に移動することにな

る。そして、圧縮空気の圧力室 4 4 からの排出が完了した状態では、図 3 に

示す状態に戻ることになる。尚、ロッド2 2 が退避方向X 2 に移動すると、

ガイ ドチューブ2 8 及び前方ス トツバ 3 も退避方向X 2 に移動する。そし

て、前方ス トツノ《3 に当接するクラッチナツ卜3 0 、クラッチナット3 0

に螺合するネジ軸 2 7 、ネジ軸 2 7 に連結されたブレーキ出力部 2 も退避

方向X 2 に移動することになる。

[0098] 尚、上述 したブレーキ動作及びブレーキ解除動作は、通常の運転時におけ

る動作であり、駐車ブレーキ解除用圧力室 6 1 には、常時、圧縮空気が供給

された状態が維持されている。これに対 し、鉄道車両の駐車が行われて駐車

ブレーキ機構 2 6 が用いられる場合には、駐車ブレーキ解除用圧力室 6 か

ら圧縮空気が排出される。図 1 7 は、駐車ブレーキ機構 2 6 が作動 して駐車

プレーキとしてのブレーキ力が発生 している状態を示 している。

[0099] 駐車ブレーキ解除用圧力室 6 から圧縮空気が排出されると、駐車プレー

キバネ 5 9 の付勢力によって駐車ブレーキ用ビス トン6 0 が退避方向X 2 に

付勢されることになる。そして、駐車ブレーキ用ピス トン6 0 が退避方向X

2 に移動することで、この駐車ブレーキ用ビス トン6 0 によって付勢される



ピス トン 2 4 も退避方向 X 2 に移動することになる。 ピス トン 2 4 が退避方

向 X 2 に移動すると、前述 した通常運転時におけるブ レーキ動作 と同様 に、

増力機構 2 5 を介 して ロッ ド2 2 が進出方向 X に移動 し、 ブ レーキ出力部

2 1 も進出方向 X 1 に移動する。 これによ り、駐車 プ レーキと してのプ レー

キ力が発生することになる。

[01 00] 以上説明 したように、 プ レーキシ リンダ装置 2 によると、 ロッ ド2 2 及び

ピス トン 2 4 がシ リンダ軸方向に沿 った直線方向において進出動作及び退避

動作 を行 うように構成 され、更に、 ピス トン 2 4 が ロッ ド2 2 の軸周 りを囲

むように配置 されている。 このため、 シ リンダ本体 2 0 の内側 における ビス

トン 2 4 及び ロッ ド2 2 の配置スペースを効率化で き、 とくにシ リンダ軸方

向において ビス トン 2 4 及び ロッ ド2 2 の配置スペースを大幅 に小さ くする

ことがで きる。更に、 ピス トン 2 4 及び ロッ ド2 2 の配置スペースの効率化

によって確保 された領域 に、 ピス トン 2 4 か らの直線方向の駆動力を回転方

向に変換 して増力 して ロッ ド2 2 に作用させる増力機構 2 5 を配置すること

がで きる。 そ して、増力された駆動力が作用するロッ ド2 2 とともに移動す

るブ レーキ出力部 2 か らブ レーキ力が出力されることになる。 このように

、 ビス トン 2 4 及び ロッ ド2 2 の配置スペースの効率化 によってプ レーキシ

リンダ装置 2 の大型化 を抑制 して小型化 を図ることがで きるとともに、増力

機構 2 5 によってプ レーキ力を増加 させることがで きる。

[01 0 1 ] 従 って、本実施形態 によると、装置の大型化 を抑制 しつつ、 ロッ ド2 2 と

ともに移動するブ レーキ出力部 2 か ら出力されるブ レーキ力を増加 させる

ことが可能な小型のブ レーキシ リンダ装置 2 を提供することがで きる。

[01 02] また、 ブ レーキシ リンダ装置 2 によると、 ピス トン 2 4 が直線方向に沿 つ

て退避方向 X 2 に移動することで、 ピス トン 2 4 の移動方向に傾斜 して設 け

られた傾斜面 4 8 によって付勢 された回動部 5 0 が回動する。 そ して、 この

回動部 5 0 の回動 によ り、回転方向の変位が規制 された ロッ ド2 2 が進出方

向 X 1 に移動 してブ レーキ力が出力される。 よって、傾斜面 4 8 及び回動部

5 0 を設 けるという簡素な構造 によって、 ビス トン 2 4 にて退避方向 X 2 に



発生する駆動力を効率 よ く変換 して ロッ ド2 2 の進出方向 X のブ レーキ力

を発生させることがで きる。

[01 03] また、 プ レーキシ リンダ装置 2 によると、互いに対向するロッ ド側受け面

5 4 と回動部側受け面 5 5 との間に転動部材であるローラカム部材 5 が配

置 され、 口ッ ド側受け面 5 4 及び回動部側受け面 5 5 が ロッ ド2 2 の軸方向

に傾斜するよう設 け られる。 このため、回動部 5 0 の回動 に伴 って ローラ力

厶部材 5 の転動 を介 して ロッ ド2 2 を進出方向 X に移動 させる構成 を簡

素な構造で実現することがで きる。 そ して、傾斜面 4 8 及び回動部 5 0 の間

において退避方向 X 2 か ら回転方向に変換 された駆動力について、回動部 5

0 とロッ ド2 2 との間において回転方向か ら進出方向 X に効率 よ く変換す

ることがで きる。更に、 シ リンダ本体 2 0 の径方向 （又はロッ ド2 2 の径方

向）における傾斜面 4 8 及び ローラカム部材 5 1 の配置の設定によって、増

力の比率 を容易に調整することがで きる。

[01 04] また、 プ レーキシ リンダ装置 2 によると、回動部 5 0 か ら回転方向の力が

伝達 されるローラカム部材 5 が、 1 つの円周 に沿 って複数設 け られている

。 このため、回転方向に並んだ ローラカム部材 5 において、伝達 される力

を効率 よ く分担 して負担で き、 1 つの ローラカム部材 5 に作用する力を小

さ くすることがで きる。 これによ り、入手性のよい一般的な剛性の転動部材

( ローラカム部材 5 1 ) が利用で きるため安価 となる。 また、入手性のよい

一般的な剛性の転動部材 を利用するために、一つの転動部材の接触面圧 を下

げようとする場合 と比べても、接触面積 を広 くするために、一つの転動部材

を大 きくする必要 も無いため、転動部材が大型化 して しまうことを抑制で き

る。 よって、 プ レーキシ リンダ装置 2 の大型化 を更に抑制で きる。

[01 05] また、 ブ レーキシ リンダ装置 2 によると、 ロッ ド側受け面 5 4 及び回動部

側受け面 5 5 の両方が ロッ ド2 2 の軸方向に傾斜 して設 け られ、 それ らの間

に円錐曲面の一部 を成す転動面 を有する口一ラカム部材 5 と しての転動部

材が配置 される。 このため、転動部材が球状のボ一ル部材 と して設 け られる

場合 に比 して、 1 つの転動部材 に作用する接触面圧 を低減することがで きる



。 さ らに回動部 5 0 の回動 に伴 って転動部材 を介 して ロッ ド2 2 を進出方向

X 1 に移動 させる際における進出ス トローク （進出距離）について、 よ り少

ない回動部 5 0 の回転量でよ り大 きな進出ス トロークを達成する場合 におい

て、転動部材 と してボール部材 を用いる場合は、大径のものが必要 となると

ころ、 ローラカム部材 5 1 と して設 け られた転動部材では、大型化すること

な く、 ロッ ド2 2 の軸方向に傾斜するロッ ド側受け面 5 4 及び回動部側受け

面 5 5 の傾斜の勾配 をよ り急峻な勾配 に設定することがで きる。従 ってプ レ

—キシ リンダ装置 2 の大型化 を効率 よ く抑制 しつつ、進出ス トロークを任意

かつ容易に確保することがで きる。

[01 06] また、 プ レーキシ リンダ装置 2 によると、駐車 プ レーキのブ レーキ力を発

生させる駐車 ブ レーキ用パネ 5 9 と、駐車 ブ レーキ用パネ 5 9 に付勢 されて

ピス トン 2 4 を付勢する駐車 ブ レーキ用 ピス トン 6 0 と、駐車 ブ レーキ解除

用圧力室 6 と、 を備 える駐車 ブ レーキ機構 2 6 をプ レーキシ リンダ装置 2

に組み込む ことがで きる。 そ して、 ロッ ド2 2 の移動方向 と平行 に移動する

駐車 ブ レーキ用 ビス トン 6 0 が ロッ ド2 2 の軸周 りを囲むように配置 される

ため、駐車 ブ レーキ用 ビス トン 6 0 の配置スペースについても効率化で き、

とくにシ リンダ軸方向において駐車 ブ レーキ用 ビス トン 6 0 の配置スペース

を大幅 に小さ くすることがで きる。 また、本実施形態 によると、駐車 プ レー

キのプ レーキ力 と して大 きなブ レーキ力が必要な場合であ っても、複数の駐

車 ブ レーキ用バネ 5 9 によって必要なブ レーキ力を容易に確保することがで

きる。 そ して、複数の駐車 ブ レーキ用バネ 5 9 がシ リンダ本体 2 0 の周方向

に沿 って並ぶ ように配置 されるため、 ブ レーキ出力部 2 1等の他の部分 との

干渉 を避 けて コ ンパ ク 卜なスペ ー ス に容易に駐車 ブ レーキ用バネ 5 9 を配置

することがで きる。 このため、 プ レーキシ リンダ装置 2 の軸方向及び径方向

において寸法の小型化 （即ち、短軸化及び小径化）を図ることがで きる。

[01 07] また、 プ レーキシ リンダ装置 2 によると、駐車 ブ レーキ用パネ 5 9 がシ リ

ンダ本体 2 0 の外側 に配置 されるため、 シ リンダ本体 2 0 が大型化 して しま

うことを抑制で きる。 そ して、 シ リンダ本体 2 0 の外側 において周方向に沿



つて並ぶ ように複数の駐車 ブ レーキ用バネ 5 9 が配置 されるため、 シ リンダ

本体 2 0 の外側 における余裕のあるスペースに各駐車 ブ レーキ用バネ 5 9 を

コンパ ク トに配置で きる。 よって、 プ レーキシ リンダ装置 2 の更なる小型化

を図ることがで きる。 尚、本実施形態は、 ブ レーキ動作の際に、 ピス トン 2

4 及び駐車 ブ レーキ用 ビス トン 6 0 が退避方向 X 2 に移動 し、 その逆方向の

進出方向 X 1 にロッ ド2 2 が移動するプ レーキシ リンダ装置 2 と して構成 さ

れているため、駐車 ブ レーキ用バネ 5 9 をシ リンダ本体 2 0 の外側 に配置す

る構成 をよ り容易に実現することがで きる。

[01 08] また、 プ レーキシ リンダ装置 2 によると、複数の駐車 ブ レーキ用パネ 5 9

が、 ブ レーキ出力部 2 に対 して側方の両側でシ リンダ本体 2 0 の径方向 と

平行 に配置 される。 このため、複数の駐車 ブ レーキ用バネ 5 9 をブ レーキ出

力部 2 との干渉 を避 けてスペース効率 よ くコンパ ク 卜に配置することがで

きる。 また、 ブ レーキ出力部 2 の側方 におけるデ ッ ドスペースを有効的に

活用 し、 シ リンダ本体 2 0 の周方向に沿 つて部分的に複数の駐車 プ レ一キ用

パネ 5 9 を効率 よ く配置することがで きる。 よって、 プ レーキシ リンダ装置

2 の軸方向及び径方向において寸法の更なる小型化 （即ち、更なる短軸化及

び小径化）を図ることがで きる。

[01 09] また、 プ レーキシ リンダ装置 2 によると、 ブ レーキ動作時は、圧力室 4 4

に圧縮空気が供給 されることで、 ロッ ド付勢パネ 2 3 の付勢力に抗する ビス

トン 2 4 か らの力が増力機構 2 5 を介 して伝達 されて ロッ ド2 2 が移動 し、

ガイ ドチューブ 2 8 、第 1 クラッチ 3 2 、 クラッチナ ッ ト3 0 及びネジ軸 2

7 を介 して、 ブ レーキ出力部 2 が進出方向 X 1 に移動 してブ レーキ力が出

力される。一方、圧力室 4 4 の圧縮空気が排 出されることで、 ロッ ド付勢バ

ネ 2 3 の付勢力によって ロッ ド2 2 が退避方向 X に移動 し、 ガイ ドチュー

プ 2 8 、前方ス トッパ 3 1 、 クラッチナ ッ ト3 0 及びネジ軸 2 7 を介 してプ

レーキ出力部 2 1 が退避方向 X 2 に移動 し、 プ レーキが解除される。 そ して

、 ブ レーキパ ッ ド1 3 の摩耗等 によって、 プ レーキが解除された状態 におけ

るプ レーキ動作位置 までの隙間が大 きくな つた場合、 クラッチナ ッ ト3 0 、



第 1 クラッチ 3 2 、第 2 クラッチ 3 5 、 ネジ軸 2 7 、 ガイ ドチューブ 2 8 、

プッシャ一バネ 3 8 、前方ス トッパ 3 1 、調整 ス トッパ 3 3 、調整バネ 3 4

、等 を備 えて構成 される隙間調整機構 によって、上記の隙間が自動的に調整

されることになる。

隙間調整が行われる場合、 まず、 ブ レーキ動作時には、調整 ス トツバ 3 3

の移動範囲が規制 されることで、調整パネ 3 4 において、退避方向 X 2 にク

ラッチナ ッ ト3 0 を付勢可能な力が調整パネ 3 4 の蓄カ と して蓄積 される。

更に、 この ときにおいては、調整 ス トッパ 3 3 が固定された第 2 クラッチ 3

5 とクラッチナ ッ ト3 0 との当接が解除され、第 2 クラッチ 3 5 とクラッチ

ナ ッ ト3 0 との間に隙間が形成 されることになる。 そ して、 ブ レーキ解除動

作時に、 ガイ ドチューブ 2 8 が退避方向 X 2 に移動 を開始すると、 プッシャ

—パネ 2 9 によってネジ軸 2 7 が進出方向 X に付勢 されているため、 ネジ

軸 2 7 及び ブ レーキ出力部 2 が退避方向 X 2 に移動せずに、調整パネ 3 4

の蓄力によってクラッチナ ツ 卜3 0 が退避方向 X 2 に付勢 される状態が生 じ

る。 この とき、 クラッチナ ッ ト3 0 において、第 1 クラッチ 3 2 との当接が

解除されるとともに前方ス トツバ 3 にも当接 していない状態が生 じること

にな り、更にクラッチナ ツ 卜3 0 は第 2 クラッチ 3 5 にも当接 していないた

め、 クラッチナ ッ ト3 0 がネジ軸 2 7 に対 して回転可能な状態 となる。 そ し

て、調整パネ 3 4 の蓄力によってクラッチナ ツ 卜3 0 が退避方向 X 2 に移動

するようにネジ軸 2 7 に対 して回転することになる。 その後、 クラッチナ ツ

卜3 0 と第 2 クラッチ 3 5 との間の隙間が無 くな ってクラッチナ ツ 卜3 0 と

第 2 クラッチ 3 5 とが当接 し、 クラッチナ ッ ト3 0 が回転不能な状態 とな り

、 ガイ ドチューブ 2 8 の退避方向 X 2 への移動 に伴 い、前方ス トツバ 3 1 、

クラッチナ ッ ト3 0 及びネジ軸 2 7 とともにブ レーキ出力部 2 1 が退避方向

X 2 に移動 し、 プ レーキが解除されることになる。 このように、 ブ レーキ解

除動作の途中でクラッチナ ツ 卜3 0 がネジ軸 2 7 に対 して退避方向 X 2 に相

対移動するため、 ネジ軸 2 7 の位置がブ レーキ解除動作前の状態 よ りも進出

方向 X 1 に移動 した状態で、 ブ レーキ解除動作が終 了することになる。即ち



、 ブ レーキ動作前の状態 に比 してネジ軸 2 7 及び ブ レーキ出力部 2 がシ リ

ンダ本体 2 0 に対 して進出 した位置 に移動 した状態 に移行することになる。

これによ り、 プ レーキが解除された状態 におけるブ レーキ動作位置 までの隙

間が自動的に調整 されることになる。

[01 11] 上記のように、本実施形態 によると、隙間調整機構が、 クラッチナ ッ ト3

0 、第 1 クラッチ 3 2 、第 2 クラッチ 3 5 、 ネジ軸 2 7 、 ガイ ドチューブ 2

8 、 プッシャ一バネ 2 9 、前方ス トッパ 3 1、調整 ス トッパ 3 3 、調整バネ

3 4 を備 えて構成 される。 このため、特許文献 2 に開示 されたプ レーキシ リ

ンダ装置のようにゴムな どの弾性変形 によって隙間調整が行われるものでは

な く、温度や湿度な どの周囲環境の影響 を受けに くい構成 を安価 に実現する

ことがで きる。

[01 12] 従 って、本実施形態 によると、 プ レーキが解除された状態 におけるプ レー

キ動作位置 までの隙間を自動的に調整するための隙間調整機構 を有するプ レ

—キシ リンダ装置 において、温度や湿度な どの周囲環境の影響 を受けに くい

小型のブ レーキシ リンダ装置 2 を安価 に提供することがで きる。

[01 13] 尚、本実施形態 に係 るプ レ一キシ リンダ装置 2 によると、隙間調整機構 に

よる自動的な隙間調整動作が行われない状態 においては、 ブ レーキ動作時で

あるかブ レーキ解除時であるかに関わ らず、第 2 クラッチ 3 5 とクラッチナ

ッ 卜3 0 とが当接 した状態が維持 され、第 2 クラッチ 3 5 とクラッチナ ッ ト

3 0 とが外れて しまうことが防止されることになる。即ち、隙間調整動作が

行われない状態 においては、一端側が第 2 クラッチ 3 5 に当接 した調整パネ

3 4 によってクラッチナ ツ 卜3 0 が退避方向 X 2 に付勢 されていることによ

り、第 2 クラッチ 3 5 とクラッチナ ッ ト3 0 とが当接 した状態が維持 される

。 これによ り、隙間調整動作時以外のタイミングにおいて、 クラッチナ ッ ト

3 0 がネジ軸 2 7 に対 して回転 して しまうことが防止され、振動等 によって

クラッチナ ツ 卜3 0 のネジ軸 2 7 に対する位置がずれて しまうことが防止さ

れる。

[ 0 4 ] また、本実施形態 によると、装置の大型化 を抑制 しつつブ レーキ力を増加



させることが可能な小型のデ イスクプ レ一キ装置 1 を提供することがで きる

[01 15] 以上、本発明の実施形態 について説明 したが、本発明は上述の実施の形態

に限 られるものではな く、請求の範囲に記載 した限 りにおいて様 々に変更 し

て実施することがで きるものである。例 えば、次のような変形例 を実施する

ことがで きる。

[01 16] ( 1 ) 上記の実施形態 においては、 プ レーキシ リンダ装置 を作動 させるため

の圧力流体 と して圧縮空気が用い られる形態 を例 にとって説明 したが、 これ

に限 られず、他の圧力流体 （例 えば、圧油）によ り作動するものであ っても

よい。

[01 17] ( 2 ) 上記の実施形態 においては、増力機構 における受け部が ロッ ドと一体

に形成 された形態 を例 にとって説明 したが、 この通 りでな くてもよい。受け

部が、 ロッ ドとは別部材 と して構成 されて ロッ ドに対 して固定された形態で

あ ってもよい。 また、増力機構 については、上記の実施形態で例示 した形態

に限 らず、種 々変更 して実施 してもよい。例 えば、増力機構が、上述のよう

にロッ ドに固定された受け部 を備 え、回動部が受け部の外周面 に形成 された

ネジ山にね じ込 まれるように設 け られ、回動部が所定の回転方向に回動する

ことによ り、受け部が進出方向に移動するように構成 されている形態であ つ

てもよい。

[01 18] ( 3 ) 上記の実施形態 においては、転動部材 と して ローラカム部材が用い ら

れる形態 を例 にとって説明 したが、 この通 りでな くてもよい。例 えば、球状

のボール部材 と して構成 された転動部材が用い られる形態であ つてもよい。

この場合、 ロッ ド側受け面及び回動部側受け面 については、ボール部材の形

状 に応 じて曲面状 に形成 されるとともにロッ ドの軸方向に対 して傾斜 した面

を有する傾斜溝の形態 と して構成 されていてもよい。 また、転動部材の配置

や個数、 ピス トンに設 け られる傾斜面の配置や個数 については、上記の実施

形態で例示 した形態 に限 らず、種 々変更 して実施 してもよい。

[01 19] ( 4 ) 上記の実施形態 においては、 ロッ ド側受け面及び回動部側受け面の両



方 ともに、 ロッ ドの軸方向に対 して傾斜するように設 け られた形態 を例 にと

つて説明 したが、 この通 りでな くてもよい。 ロッ ド側受け面及び回動部側受

け面の うちの少な くともいずれかが、 ロッ ドの軸方向に対 して傾斜するよう

に設 け られた形態 を実施 してもよい。

[01 20] ( 5 ) 上記の実施形態 においては、 ガイ ドチューブが ロッ ドに取 り付 け られ

る形態 を例 にとって説明 したが、 この通 りでな くもよ く、 ガイ ドチューブが

増力機構 に取 り付 け られる形態であ ってもよい。 また、上記の実施形態 にお

いては、 プッシャ一パネがシ リンダ本体 に固定された部分である増力機構の

スプライン軸 に対 してネジ軸 を進出方向に向か って付勢可能 に配置 された形

態 を例 にとって説明 したが、 この通 りでな くてもよ く、 プッシャ一パネがシ

リンダ本体又はシ リンダ本体 に固定されたスプライン軸以外の部分 に対 して

ネジ軸 を進出方向に向か って付勢可能 に配置 された形態であ つてもよい。

[01 2 1 ] ( 6 ) 上記の実施形態 においては、調整 ス トツバがシ リンダ本体 に固定され

た部材 に対 して移動可能範囲が規制 される形態 を例 にとつて説明 したが、 こ

の通 りでな くてもよ く、調整 ス トツバがシ リンダ本体 に対 して移動可能範囲

が規制 される形態であ ってもよい。 また、上記の実施形態 においては、調整

ノくネの一端側が第 2 クラッチに対 して当接又は連結する形態 を例 にとつて説

明 したが、 この通 りでな くてもよ く、調整パネの一端側が調整 ス トツバ に対

して当接又は連結する形態であ ってもよい。 尚、調整パネ、調整 ス トツバ、

前方ス トツバ、調整 ス リープ、パネ受けの形状や配置 については、実施形態

において例示 したものに限 らず、変更 して実施 してもよい。 また、 クラッチ

ナ ッ ト、第 1 クラッチ、第 2 クラッチの形状 についても、変更 して実施 して

もよい。

[01 22] ( 7 ) 上記の実施形態 においては、前方ス トツバのみがガイ ドチューブの内

周 に対 してネジ結合 によ り固定されている形態 を例 にとつて説明 したが、 こ

の通 りでな くてもよ く、第 1 クラッチについてもガイ ドチューブの内周 に対

してネジ結合 によ り固定されていてもよい。 また、前方ス トツバが、 ガイ ド

チューブの内周 に対 して圧入によ り固定されていてもよい。 また、上記の実



施形態 においては、第 2 クラッチにおけるクラッチナ ツ 卜に対向する面 と、

クラッチナ ツ 卜における第 2 クラッチに対向する面 との両方 に、第 2 クラッ

チ とクラッチナ ッ トとを係合可能な歯が形成 されている形態 を例 にとって説

明 したが、 この通 りでな くてもよ く、互いに対向する面のいずれか一方 に歯

が形成 されている形態であ ってもよい。

産業上の利用可能性

[01 23] 本発明は、圧力流体 によって作動 して ロッ ドを移動 させるプ レーキシ リン

ダ装置、及びそのプ レーキシ リンダ装置 を備 えるデ ィスクブ レーキ装置 に対

して広 く適用することがで きる。

符号の説明

[01 24] 2 プ レーキシ リンダ装置

2 0 シ リンダ本体

ブ レーキ出力部

2 2 ロッ ド

2 3 ロッ ド付勢バネ

2 4 ピス トン

5 増力機構



請求の範囲

[ 請求項 1] 内部 が中空 に形成 されたシ リンダ本体 と、

前記シ リンダ本体の内側 に配置 され、 シ リンダ軸方向に沿 った直線

方向であ って前記シ リンダ本体か ら進出する進出方向 とその反対方向

に向か って退避する退避方向 とにおいて移動 自在 に設 け られた ロッ ド

と、

前記 ロッ ドを前記退避方向に付勢可能な ロッ ド付勢パネと、

前記シ リンダ本体内において、圧力室 を区画するとともに前記 ロッ

ドの軸周 りを周方向に囲むように配置 されて前記 ロッ ドの移動方向 と

平行な直線方向に沿 つて移動可能 に設 け られ、前記圧力室 に圧力流体

が供給 されることによ り前記 ロッ ド付勢パネの付勢力に杭 して前記シ

リンダ本体 に対 して前記退避方向に移動する ピス トンと、

前記 ピス トンが前記退避方向に移動すると、前記 ピス トンにて発生

する直線方向の駆動力を回転方向に変換するとともに、前記 ロッ ドを

前記進出方向に移動 させ、前記 ビス トンか らの駆動力を増力 して前記

ロッ ドに対 して作用させる増力機構 と、

前記 ロッ ドとともに移動可能 に設 け られ、前記 ロッ ドが前記進出方

向に移動することでブ レーキ力を出力可能なブ レーキ出力部 と、

を備 えていることを特徴 とする、 プ レーキシ リンダ装置。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載のプ レーキシ リンダ装置であ つて、

前記増力機構 は、

前記 ビス トンに設 け られ、 当該 ビス トンの軸 中心 を中心 とする周方

向に沿 って延びるとともに当該 ピス トンの移動方向に対 して傾斜する

よう設 け られた傾斜面 と、

前記 ピス トンが前記退避方向に移動 した ときに前記傾斜面 によって

付勢 されて前記 ロッ ドの軸 中心 を中心 と して所定の回転方向に回動す

る回動部 と、

を備 え、



前記 口ッ ドは、前記シ リンダ本体 に対 して当該 口ッ ドの軸 中心 を中

心 とする回転方向の変位 を規制 されるように連結 され、前記回動部の

所定の回転方向への回動 に伴 って前記進出方向に移動することを特徴

とする、 プ レーキシ リンダ装置。

[ 請求項3] 請求項 2 に記載のプ レーキシ リンダ装置であ つて、

前記増力機構 は、

前記 ロッ ドに一体 に形成 され又は当該 ロッ ドに固定された受け部 と

前記受け部 に設 け られ、前記 ロッ ドの軸 中心 を中心 とする周方向に

沿 って延びるように配置 された 口ッ ド側受け面 と、

前記 ロッ ドの軸方向 と平行な方向において前記受け部 に対 して対向

するように配置 された前記回動部 に設 け られ、前記回動部の軸 中心 を

中心 とする周方向に沿 って延びるように配置 された回動部側受け面 と

前記 ロッ ド側受け面及び前記回動部側受け面の間に配置 され、 当該

口ッ ド側受け面及び当該回動部側受け面 に対 して転動可能な転動部材

と、

を更に傭 え、

前記 口ッ ド側受け面及び前記回動部側受け面の うちの少な くともい

ずれかは、前記 ロッ ドの軸方向に対 して傾斜するように設 け られてい

ることを特徴 とする、 プ レーキシ リンダ装置。

[ 請求項4] 請求項 3 に記載のブ レーキシ リンダ装置であ って、

前記転動部材は、前記 ロッ ドの軸 中心 を中心 と した 1 つの円周 に沿

つて位置するように複数設 け られていることを特徴 とする、 ブ レーキ

シ リンダ装置。

[ 請求項 5] 請求項 3 又 は請求項 4 に記載のプ レ一キシ リンダ装置であ って、

前記 ロッ ド側受け面及び前記回動部側受け面の両方 ともに、前記 口

ッ ドの軸方向に対 して傾斜するように設 け られ、



前記転動部材は、回転 自在 に支持 された複数の ローラカム部材 と し

て設 け られ、

前記 口一ラカム部材の側面は、 円錐曲面の一部 を構成するように周

方向に延びるとともに前記 口ッ ド側受け面及び前記回動部側受け面 に

対 して転動する転動面 と して設 け られていることを特徴 とする、 プ レ

—キシ リンダ装置。

[ 請求項 6] 請求項 1 乃至請求項 5 のいずれか 1 項 に記載のプ レーキシ リンダ装

置であ って、

当該 ブ レーキシ リンダ装置が装備 される車両の駐車時に用い られる

駐車 プ レ一キ機構 を更に備 え、

前記駐車 ブ レーキ機構 は、

前記シ リンダ本体の周方向に沿 って並ぶ ように配置 された複数の駐

車 ブ レーキ用パネと、

前記シ リンダ本体の内側 において、前記圧力室 とは異なる駐車 プ レ

—キ解除用の第 2 の圧力室 を区画するとともに前記 ロッ ドの軸周 りを

周方向に囲むように配置 されて前記 ロッ ドの移動方向 と平行な方向に

沿 って移動可能 に設 け られ、前記第 2 の圧力室か ら圧力流体が排 出さ

れることによ り前記駐車 ブ レーキ用パネの付勢力によって前記シ リン

ダ本体 に対 して前記退避方向に移動 して前記 ピス トンを付勢する駐車

プ レ一キ用 ビス トンと、

を備 えていることを特徴 とする、 プ レーキシ リンダ装置。

[ 請求項7] 請求項 6 に記載のプ レーキシ リンダ装置であ つて、

複数の前記駐車 ブ レーキ用パネは、前記シ リンダ本体 に対 して外側

に配置 されていることを特徴 とする、 プ レーキシ リンダ装置。

[ 請求項8] 請求項 6 又 は請求項 7 に記載のプ レーキシ リンダ装置であ つて、

複数の前記駐車 プ レ一キ用パネは、前記 プ レ一キ出力部 に対 して、

前記シ リンダ本体の径方向 と平行な方向において並ぶ とともに、側方

における両側 に配置 されていることを特徴 とする、 プ レーキシ リンダ



装置。

[ 請求項 9 ] 請求項 1 乃至請求項 8 のいずれか 1 項 に記載のプ レーキシ リンダ装

置であ って、

前記 ブ レーキ出力部 に連結 されるとともに外周 にネジが形成 された

ネジ軸 と、

前記 ロッ ド又は前記増力機構 に取 り付 け られ、前記ネジ軸が内側 に

配置 されるガイ ドチューブと、

前記シ リンダ本体又は当該シ リンダ本体 に固定された部分 に対 して

前記ネジ軸 を前記進出方向に向か って付勢可能 に配置 されたプッシャ

—パネと、

前記シ リンダ本体 に対 して前記 ブ レーキ出力部側 に配置 された前記

ネジ軸の先端側 に螺合するクラッチナ ッ トと、

前記 クラッチナ ツ 卜の前記 ガイ ドチューブに対する移動 を規制する

ように当該 クラッチナ ッ トに対 して前記 ブ レーキ出力部側である前方

側か ら当接可能 に配置 され、前記 ガイ ドチューブの前記退避方向の移

動 とともに当該 クラッチナ ッ ト及び前記ネジ軸 を前記退避方向に付勢

可能な前方ス トツバ と、

前記 クラッチナ ッ トに対 して前記 ブ レーキ出力部側 と反対側である

後方側か ら前記前方ス トツバ と所定の間隔を介 して当該 クラッチナ ツ

卜に当接可能 に配置 された第 1 クラッチ と、

前記 クラッチナ ツ 卜及び前記 ガイ ドチューブに対 して前記ネジ軸の

軸方向に沿 って相対移動可能 に配置 され、前記シ リンダ本体又は当該

シ リンダ本体 に固定された部材 に対 して移動可能範囲が規制 される調

整 ス ト ツ ノ《と、

前記調整 ス トツバが固定され、前記 クラッチナ ツ 卜に対 して前記後

方側か ら当接可能 に配置 された第 2 クラッチ と、

—端側が前記調整 ス 卜ツバ又は前記第 2 クラッチに対 して当接又は

連結するとともに、前記 クラッチナ ツ 卜を前記退避方向に向か って付



勢可能な調整パネと、

を更に備 えていることを特徴 とする、 プ レーキシ リンダ装置。

[ 請求項 10] 請求項 1 乃至請求項 9 のいずれか 1 項 に記載のプ レーキシ リンダ装

置 と、 当該 プ レ一キシ リンダ装置が装備 されて車両 に対 して車軸方向

に相対変位可能 となるように取 り付 け られたキヤ リバボデ ィと、 を備

え、

前記 プ レ一キシ リンダ装置が作動することで、前記キヤ リバボデ ィ

に取 り付 け られた一対のプ レーキパ ッ ドによ り車軸側のデ ィスクを挟

み込んでブ レーキ力を発生させることを特徴 とする、デ ィスクプ レー

キ装置。
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